
No 地区名 指摘箇所
発言者

（指摘者）
主な指摘事項 対応（案）

1 共通 費用対効果分析 黒田委員

各事業について、効果体系の用語を統一するこ
と。
事業名または事業年度が違うためかもしれない
が、三ヶ日東部と板橋大塚と他の地区（今川と
二宮東部を除く）で書き方が違い、三ヶ日東部
と板橋大塚地区は、「食料の安定供給に関する
効果」と大まとめしているが、他は「農業生産
向上効果」となっている。

土地改良事業の費用対効果分析については、平成19年に新たなマニュアルが策
定され、これに伴い、費用対効果の算定手法の変更（投資効率方式から総費用
総便益比方式へ）、効果項目の見直し等が行われています。
また、事後評価における費用対効果の算定手法については、現行（最終）計画
における算定手法を用いることとなっています（ただし、現行計画で投資効率
方式であった場合でも、総費用総便益方式で算定に取り組むことは可能。）。
このため、今年度の補助事業事後評価対象地区については、豊里東部地区、御
所平埋原地区、二宮東部地区、泉地区、茨城南部地区の５地区が投資効率方
式、三ヶ日東部地区、板橋大塚地区が総費用総便益方式により効果算定を行っ
ていることから、その方式によって効果体系が異なっています。

2 豊里東部
P1-3
事後評価結果

黒田委員
事業の実施による効果について、労働経費節減
効果等について定性的な評価を事後評価結果に
追記してはどうか。

以下のとおり、評価結果書に追記します。

（１）事業の目的に関する事項
①農業生産性の向上
本事業の実施により、畑の排水不良が解消されたことから、ねぎの単収増加や
営農労力が軽減されるなど、生産性の向上が図られている。

　事後評価結果
「本事業の実施により、農作業の効率化、排水改良による冠水被害の防止等が
図られ、ねぎ等の野菜が安定的に生産されているとともに、担い手の育成や農
地集積が促進されており、畑作経営の改善・安定が図られている。」

3 豊里東部

P1-3
土地改良長期計画に
おける施策と目指す
成果の確認

清水委員
当地区の担い手はどのような方か。また、担い
手の年齢構成はどのようになっているのか。

・当該地区で耕作している認定農業者を担い手としています。
・年齢構成等は別紙のとおりです。

4 豊里東部
P1-8
効果算定資料

清水委員

品質向上効果の対象作物について、ねぎ以外の
作物も栽培されているものの、ねぎが主である
ことから算定に含めていないのであれば、その
理由を記載してはどうか。

本地区においては、ねぎ以外にブロッコリー、キャベツ、施設野菜等の作物が
作付けられていますが、これらの作物は、事業計画において事業実施による農
作物の生産量の変化がないものと整理されており、作物生産効果の算定に含ま
れていなかったことから、事後評価においては、事業実施による農作物の生産
量の変化が見込まれているねぎを代表作物として効果算定を行っています。
効果算定資料の品質向上効果の項目については、以下のとおり追記します。

「※本地区の代表作物であるねぎで効果算定を行った。」

平成26年度　関東農政局補助事業評価（事後評価）技術検討会(第２回）における指摘事項

資料２－１



No 地区名 指摘箇所
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5 御所平埋原
P2-1、2-2
社会的経済情勢の変
化

黒田委員

川上村の産業別就業人口について、平成22年の
全産業の計は2,702人であり、一方、川上村の農
業就業人口は2,646人となっている。前者は国勢
調査、後者は農林業センサスと統計情報が違う
が、農林業センサスの値が多すぎるのではない
か。

確認したところ、産業別就業人口の平成22年のデータ及び地域農業の動向の
データに誤りがあったことから、修正します。

6 御所平埋原

P2-4
・事業の目的に関す
る事項
・事後評価結果

黒田委員
事業の実施による効果について、労働経費節減
効果等について定性的な評価を事後評価結果に
追記してはどうか。

以下のとおり、評価結果書に追記します。

（１）事業の目的に関する事項
⑤農作業の効率化
　事業実施前は、水源が乏しく畑かん施設がなく、かんがい用水や防除用水の
確保に多大な労力を要していたが、本事業においてかんがい施設を整備したこ
とにより、農作業の効率化が図られている。

事後評価結果
「本事業の実施により、農業用水の安定確保や農作業の効率化、排水改良によ
る冠水被害の防止等が図られ、高品質なレタス等の野菜が安定して生産されて
いるとともに、地域の担い手のが育成や農地集積が促進されており、畑作経営
の改善・安定が図られている。」

7 御所平埋原

P2-4
土地改良長期計画に
おける施策と目指す
成果の確認

清水委員
当地区の担い手の年齢構成はどのようになって
いるのか。

年齢構成等は別紙の通りです。

8 御所平埋原

P2-4
土地改良長期計画に
おける施策と目指す
成果の確認

小倉委員
黒田委員

事業実施により、担い手が大幅に増加している
ことをもっと評価すべき。

評価結果書に以下のとおり追記します。
「地区内の担い手が育成され、事業実施前と比べ担い手が大幅に増加するとと
もに、育成された担い手への農地集積が進み、農地集積率は80%を超えてい
る。」

9 三ヶ日東部
P3-3
農業生産性の向上

清水委員
みかんの早生と青島の単収について、両品種の
事業実施前後の増加率は同じなのか。どちらの
品種の方がかんがいの効果があったのか。

確認したところ、品種の違いによるかんがいの効果に差違はありませんでし
た。
なお、事業実施前後の単収の変化については、早生と青島の植栽密度の変更度
合いにより差異が出ているものと考えられます。

10 三ヶ日東部

P3-3
土地改良長期計画に
おける施策と目指す
成果の確認

清水委員
当地区の担い手の年齢構成はどのようになって
いるのか。

年齢構成等は別紙の通りです。

11 二宮東部地区
P6-1
計画人口

黒田委員
結果書の計画人口は2,260名となっているが、事
業計画処理区内人口は2,192人となっている。そ
の違いは何か。

計画人口とは、当地区での処理規模等を計画する際に用いる人口です。一方
で、処理区内人口は区域内に定住している人口です。計画人口の2，260名は処
理区内人口(2,192名)に流入人口(68名)を加えた2,260名です。
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12 二宮東部地区
P6-2
処理区内人口

黒田委員

処理区内人口について、事業計画（計画変更
後）では、2,192人であるが、評価時点は1,652
人となっており、500人も少なくなっている。当
初計画で想定人口が多すぎたのではないか。今
後の計画では、もう少し計画人口の推定を正確
にすべきではないか。それとも、何か特殊要因
があったならば一言付け加えてはどうか。

農業集落排水施設設計指針では、過去10年間程度の居住人口を住民基本台帳等
から調査し、過去の人口動態において減少傾向にある場合には、家屋移転等に
より確実に減ることが判っている人口を除いた現在人口を定住人口とすること
になっています。よって、当地区では、計画時点で減少傾向でしたが、現在人
口にて整備をしています。
人口減少には、少子高齢化等に伴う人口減が要因かと思われますが、県及び市
に確認したところ特殊な要因は無かったと聞いています。

13 泉
P7-2
認定農業者

清水委員

矢板市の戸当たりの経営面積や認定農業者数が
増加してることから、当地区の認定農業者数も
増加していることが想定される。当地区の認定
農業者へどれだけ農地が集積されたか、その面
積と割合が分かれば、記載してはどうか。

　矢板市に確認したところ、当地区の認定農業者数、農地集積面積及び集積割
合は分かりませんでしたので、評価結果書には記載しないこととしました。
　なお、参考として、矢板市のH12とH22のデータを整理し、比較しようとしま
したが、H12は認定農業者の農地集積面積が分かりませんでしたので、確認でき
る最も古い年度（H19)とH22の認定農業者数と農地集積面積を確認したところ、
認定農業者数は133人(H19)から145人(H22)に、農地集積面積は935ha(H19)から
1,188ha(H22)にそれぞれ増加しております。

14 茨城南部
P8-4
事業実施による環境
の変化

小倉委員
汚水処理施設の整備は、環境改善に繋がったと
思われるため、効果算定してはどうか。

汚水処理施設を整備した効果は、「更新効果」に含まれていたが、家畜尿や雑
排水の水質が浄化されることで、公共用水域の水質汚濁が軽減されることか
ら、「更新効果」から切り分けて「水質浄化効果」を計上します。

15 茨城南部
P8-4
事業実施による環境
の変化

黒田委員

評価結果書の事業実施による環境の変化につい
て、　「家畜ふん尿が適切に処理されているこ
とから、地区外への環境負荷の軽減がなされて
いる」と断言しているが、これらの根拠は数字
であるのか？数字で示さないと効果を判断する
ことは難しい。聞き取り調査だけでは客観性が
疑われる。

汚水処理施設で処理された家畜尿等の雑排水は、排水路に放流され、地区内の
河川に流れ込んでいますが、茨城県が行った放流水の水質調査結果を確認した
ところ、処理後の放流水は基準値以下となっており、当施設で適正な処理が行
われ、公共用水域への環境負荷が軽減されています。



担い手への農地集積状況

（単位：ha,人）

20代 30代 40代 50代 60代 70代～ 20代 30代 40代 50代 60代 70代～

1ha未満 10 17 0 1 4 8 4 0 1ha未満 11 15 0 2 4 1 8 0

1ha以上3ha未満 11 7 0 0 1 2 4 0 1ha以上3ha未満 57 39 0 2 5 9 21 2

3ha以上5ha未満 0 0 0 0 0 0 0 0 3ha以上5ha未満 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 21 24 0 1 5 10 8 0 合計 68 54 0 4 9 10 29 2

注）事業実施後の数値は、事後評価時点（H26.3.31）のもの。

　　

（単位：ha,人）

20代 30代 40代 50代 60代 70代～ 20代 30代 40代 50代 60代 70代～

1ha未満 0 0 0 0 0 0 0 0 1ha未満 2 3 0 0 1 1 1 0

1ha以上3ha未満 8 3 0 0 3 0 0 0 1ha以上3ha未満 34 15 0 1 4 4 4 2

3ha以上5ha未満 65 18 1 6 6 5 0 0 3ha以上5ha未満 123 33 1 1 5 11 11 4

5ha以上 11 2 0 0 2 0 0 0 5ha以上 61 11 0 0 6 2 3 0

合計 84 23 1 6 11 5 0 0 合計 220 62 1 2 16 18 19 6

（単位：ha,人）

20代 30代 40代 50代 60代 70代～ 20代 30代 40代 50代 60代 70代～

1ha未満 6 8 1 0 4 3 0 0 1ha未満 2 3 0 0 1 1 1 0

1ha以上3ha未満 16 11 0 3 4 4 0 0 1ha以上3ha未満 27 16 0 3 1 7 5 0

3ha以上5ha未満 3 1 0 0 1 0 0 0 3ha以上5ha未満 4 1 0 0 0 1 0 0

合計 26 20 1 3 9 7 0 0 合計 34 20 0 3 2 9 6 0

【別　紙】

地区名

事業実施前（H9） 事業実施後（H25)

経営規模 経営面積 担い手
年齢別

経営規模
経営面積
（ｈａ）

担い手
（人）

年齢別

豊里東部地区

地区名

事業実施前（H9） 事業実施後（H25)

経営規模 経営面積 担い手
年齢別

年齢別

経営規模 経営面積 担い手
年齢別

御所平埋原

地区名

事業実施前（H7） 事業実施後（H20)

経営規模

三ヶ日東部

担い手
年齢別

経営規模 経営面積 担い手経営面積



平成26年度　補助事業　事後評価地区一覧

結果書 平面図 B/C

埼玉 豊里東部 県 1-1 1-5 1-7

長野 御所平埋原 県 2-1 2-5 2-7

静岡 三ヶ日東部 県 3-1 3-5 3-7

農地整備課
（１地区）

経営体育成基盤整備事業 茨城 板橋大塚 県 4-1 4-7 4-9

農村振興総合整備事業 山梨 今川 県 5-1 5-5

農業集落排水事業 栃木 二宮東部 真岡市 6-1 6-5 6-7

中山間地域総合整備事業 栃木 泉 県 7-1 7-5 7-7

畜産課
（１地区）

草地畜産基盤整備事業 茨城 茨城南部
（公社）茨城県
農林振興公社

8-1 8-5 8-7

（６事業種８地区）

資料２－２

都県名事業名事業担当課名

地域整備課
（３地区）

ページ

畑地帯総合整備事業
水利整備課
（３地区）

事業主体地区名



農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 埼玉県 関係市町村名 深谷市
ふか や し

事 業 名 畑地帯総合整備事業 地 区 名 豊里東部
とよさととう ぶ

事業主体名 埼玉県 事業完了年度 平成20年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、埼玉県深谷市の北部に位置し、ねぎを基幹作物とした畑作を展開してい

る。
しかしながら、排水路が未整備な箇所が多く、排水不良に伴う農作物への被害が発

生している。また、農道路面の損傷が著しく、作物の集出荷運搬時に荷痛みが生じて
いる。

このため、本事業の実施により良質な野菜を安定的に生産するため、農道と排水路
を一体的に整備し、農業生産性の向上と経営の安定に資する。

受益面積：268ha
受益者数：748人
主要工事：排水路12.2km、排水機場１箇所、農道4.0km
総事業費：1,422百万円
工 期：平成９年度～平成20年度（計画変更：平成20年度）
関連事業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口及び総世帯数について、平成７年と平成22年を比較すると総人口は612人
増加（増加率１％）、総世帯数は5,377戸増加（増加率17％)している。

【人口、世帯数】（旧深谷市）
区分 平成7年 平成22年 増減率

総人口 100,285人 100,897人 1％
総世帯数 31,171戸 36,548戸 17％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が平成７年の11％から平
成22年の８％に低下しているが、埼玉県全体の２％（第１次産業58,301人/全体3,482,305
人）に比べて高い割合となっている。

【産業別就業人口】（旧深谷市）
区分 平成7年 平成22年

割合 割合
第１次産業 5,700人 11％ 3,698人 8％
第２次産業 19,566人 37％ 14,722人 32％
第３次産業 26,962人 52％ 28,035人 60％

（出典：国勢調査）



（２）地域農業の動向
地域農業の動向について、平成７年と平成22年を比較すると、耕地面積については21％、

農家戸数は37％、農業就業人口は31％それぞれ低下している。また、65歳以上の農業就業人
口は25％低下している。

なお、農家１戸当たりの経営面積及び認定農業者数は増加している。

（旧深谷市）
区分 平成7年 平成22年 増減率

耕地面積 2,694ha 2,131ha Δ21％
農家戸数 2,788戸 1,744戸 Δ37％
農業就業人口 6,447人 4,474人 Δ31％

うち65歳以上 2,737人 2,059人 Δ25％
（割合） （42%） (46%)

戸当たり経営面積 1.0ha/戸 1.2ha/戸 20％
認定農業者数 90人 524人 482％

（出典：埼玉農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は深谷市調べ）

２ 事業により整備された施設の管理状況
本事業により整備された排水機場の遊水池、幹線排水路、農道は深谷市により適切に管理さ

れている。また、末端排水路は、豊里東部土地改良区により適切に管理されている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）農作物の生産量の変化

評価時点でのねぎの作付面積は、計画面積を維持している。
また、ねぎの生産量については、本事業の実施による排水改善の効果により、単収が向上し

たため、計画時点（現況）と比較し、約15％増加している。

【作付面積】 （単位：ha)

事業計画（平成20年） 評価時点
区分

現況（H9） 計画 （平成25年）
ねぎ 153 153 153

【生産量】 （単位：t)

事業計画（平成20年） 評価時点
区分

現況（H9） 計画 （平成25年）
ねぎ 3,425 3,775 3,944

【生産額】 （単位：百万円）
事業計画（平成20年） 評価時点

区分
現況（H9） 計画 （平成25年）

ねぎ 1,113 1,227 1,065
（出典：事業計画書、農家聞き取り、埼玉県調べ）

（２）維持管理費の節減
排水路及び農道の整備により、水路の草刈りや清掃、補修等の施設に係る維持管理費が年間

25％節減されている。

【維持管理費】 （単位：千円/ha/年間）
事業計画（平成20年） 評価時点

区分
現況（H9） 計画 （平成25年）

維持管理費 23,512千円 23,679千円 17,755千円
（出典：事業計画書、深谷市聞き取り）

４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 農業生産性の向上
本事業の実施により、畑の排水不良が解消されたことから、ねぎの単収増加や営農労力が

軽減されるなど、生産性の向上が図られている。



【単収】 (単位：kg/10a）
事業計画（平成20年） 評価時点

区分
現況（H9） 計画 （平成25年）

ねぎ 2,244 2,474 2,584
（出典：事業計画書、埼玉県調べ）

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

地区内の担い手（認定農業者）が育成され、事業実施前と比べ担い手が大幅に増加した。
また、担い手が増加したことで、農地集積率も26％と計画の倍以上の増加となっている。

【担い手の育成状況】 （単位：人）
事業計画（平成20年） 評価時点

区分
現況（H9） 計画 （平成25年）

認定農業者 24 24 54

【担い手への農地集積】 （単位：ha、％）
事業計画（平成20年） 評価時点

区分
現況（H9） 計画 （平成25年）

農地集積面積 21 28 68
農地集積率 8 11 26

（出典：事業計画書、深谷市聞き取り）

（３）事業による波及的効果
事業実施前は大雨時に道路が冠水し、通行が可能となるまで時間を要していたが、排水施

設の整備により、速やかに通行が可能となる等、地域間交通の利便性、安全性が向上してい
る。

（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果
妥当投資額 （B） 2,144百万円
総事業費 （C） 1,588百万円
投資効率 （B/C) 1.35

（注）投資効率方式により算定。

５ 事業実施による環境の変化
生活環境
本事業で整備された農道は、農作物の集出荷や通作のみならず、地域住民の生活道路とし

ても活用されており、通行の利便性が向上する等、生活環境の改善に寄与している。

６ 今後の課題等
本事業効果を持続させるために、今後とも地区内の土地改良施設の定期的な点検や、補修を

行うことにより、施設の適切な維持管理を行っていく必要がある。

事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、農作業の効率化、排水改良による冠水被害
の防止等が図られ、ねぎ等の野菜が安定的に生産されているととも
に、担い手の育成や農地集積が促進されており、畑作経営の改善・
安定が図られている。

第 三 者 の 意 見
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豊里東部地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 畑地帯総合農地整備事業 都道府県名 埼玉県 地区名 豊里東部

１．地区の概要
① 関係市町村：埼玉県深谷市
② 受 益 面 積：268ha
③ 主 要 工 事：排水路12.2km、排水機場１箇所、農道4.0km
④ 事 業 費：1,588百万円
⑤ 事 業 期 間：平成9年度～平成20年度（計画変更：平成20年度）
⑥ 関 連 事 業：なし

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,587,854

年総効果額 ② 127,136

廃用損失額 ③ 0 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 29年 当該事業の耐用年数

総合耐用年数に応じ、年総効果
還元率×（１＋建設利息率） ⑤ 0.0593 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 2,143,946

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.35

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分
年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目

農業生産向上効果 120,609

排水施設の整備により、排水不良に起因する被
作物生産効果 112,104

害を防止することによって増収する効果

農道の整備により、収穫物の集出荷運搬時の荷
品質向上効果 8,505

痛みが防止され、農作物の品質が向上する効果

農業経営向上効果 6,527

排水施設、農道の整備により、維持管理費が増
維持管理費節減効果 5,757

減する効果

営農に係る走行経費 農道の整備により、農作物の生産及び流通に係
770

節減効果 る輸送経費が節減する効果

計 127,136



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
排水施設の整備により農地の排水が改善され、農作物の湿害被害が軽減し、農作物の生産量が

増加する効果。

○対象作物
ねぎ

○年効果額算定式
年効果額＝生産増減量（事後評価時点の農作物の生産量－事業実施前の現況における農作物の

生産量）×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

効果 農作物生産量（ｔ） 生産物 増 加 純益 年効果額
作物名 要因 単 価 粗収益 率

現況 事後評 増減 (千円/t) （千円） （％） （千円）
価時点

① ② ③=②- ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×
① ⑥

ねぎ 単収増 3,425 3,944 519 270 140,130 80 112,104

・農作物生産量：現況の農作物生産量（①）は、事業計画時の地域現況による。事後評価時点の
農作物生産量（②）は、埼玉県調べによる平均単収である。

・生産物単価（④）：「農業物価統計」による最近５か年の販売単価に消費者物価指数
を反映した価格である。

・純益率（⑥）：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値を
用いた。

・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。
※本地区の代表作物であるねぎで効果算定を行った。

（２）品質向上効果

○効果の考え方
農道の舗装整備により、収穫物の集出荷運搬の際、収穫物の荷痛み被害が防止されることによ

って農作物の品質が向上する効果。

○対象作物
ねぎ

○効果算定式
年効果額＝生産量×荷痛み防止率×単価

○年効果額の算定

作物名 生産量 荷痛み防止率 単 価 年効果額
① ② ③ ④=①×②×③

t ％ 千円/t 千円
ねぎ

630 5.0 270 8,505

・生産量（①）：農家聞き取りによる単収を基に算定した。
・荷痛み防止率（②）：農家聞き取りによる。

※本地区の代表作物であるねぎで効果算定を行った。



（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方
排水施設の整備、農道の舗装により、従前の施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設
排水路、排水機場、農道

○効果算定式
年効果額＝事業実施前の現況維持管理費 － 事後評価時点の維持管理費

○年効果額の算定
事業実施前の現況維持管理費 事後評価時点の維持管理費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

23,512 17,755 5,757

・事業実施前の現況維持管理費（①）：豊里東部地区土地改良事業変更計画書等に記載され
た現況の維持管理費を基に算定した。

・事後評価時点の維持管理費 （②）：施設の管理団体からの聞き取りによる維持管理費用
の実績等を基に算定した。

（４）営農に係る走行経費節減効果

○効果の考え方
農道の舗装整備により、農作物の生産及び流通に係る輸送経費が節減される効果。

○対象施設
支線農道（AS舗装、砂利舗装）

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業実施前の現況走行経費 － 事後評価時点の走行経費

○年効果額の算定
事業実施前の現況走行経費 事後評価時点の走行経費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

116,064 115,294 770

・事業実施前の現況走行経費（①）：豊里東部地区土地改良事業変更計画書等に記載された
現況の走行経費を基に算定した。

・事後評価時点の走行経費 （②）：豊里東部地区土地改良事業変更計画書等に記載された
計画の走行経費の算定諸元を基に事後評価時点の経費
を算定した。

４.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年3月28日農林水産省農村振
興局企画部長通知（平成26年3月27日一部改正）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成26年3月27日付け農村振興局
整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元については、埼玉県農林部農村整備課調べ



【便益】
・埼玉県（平成20年3月）「豊里東部地区土地改良事業変更計画書」
・関東農政局統計部「埼玉農林水産統計年報」
・農林水産省大臣官房統計部（平成17・22年）「農林業センサス」
・便益算定に必要な各種諸元は、埼玉県農林部農村整備課調べ



農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 長野県 関 係 市 川上村
かわかみむら

町村名

事 業 名 畑地帯総合整備事業 地区名 御所平埋原
ごしよだいらうずみはら

事業主体名 長野県 事 業 完 平成19年度
了年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、長野県東南部に位置し、レタス、はくさい、キャベツ等の高原野菜を主

体とした農業を展開しているが、水源が乏しかったことから畑かん施設がなく、かん
がい用水や防除用水の確保に労力を費やしており、また一部農道が未整備のため集出
荷において荷傷みによる品質低下及び通行の安全確保等の課題を抱えていた。加え
て、排水路が土水路であるため、浸食や滞留による冠水被害が発生していた。
このため、本事業の実施により、限られた作期（4～10月)で、高品質な野菜を安定

的に生産するための畑地かんがい施設を新設するとともに、農道と排水路を一体的に
整備し、農業生産性の向上と経営の安定に資する。

受益面積：266ha
受益者数：143人
主要工事：畑地かんがい243.0ha、取水施設２箇所、配水池３箇所、揚水機場５箇所、

農道3.1km、排水路2.5km
総事業費：1,698百万円
工 期：平成10年度～平成19年度
関連事業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口及び総世帯数について、平成７年と平成22年を比較すると、総人口は15人
増加（増加率０％）、総世帯数は89戸増加（増加率７％）している。

【人口、世帯数】（川上村）

区分 平成7年 平成22年 増減率

総人口 4,957人 4,972人 0％

総世帯数 1,247戸 1,336戸 7％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が平成７年の67％から
平成22年の76％に増加しており、長野県全体の10％（第１次産業103,387人/全体1,091,038
人）に比べて大幅に高い割合となっている。

【産業別就業人口】（川上村）

平成7年 平成22年
区分

割合 割合

第１次産業 2,062人 67％ 2,602 76％

第２次産業 191人 6％ 113人 3％

第３次産業 845人 27％ 725人 21％

（出典：国勢調査）



（２）地域農業の動向
地域農業の動向について、平成７年と平成22年を比較すると、耕地面積については４％、

農家戸数は18％、農業就業人口は12%それぞれ低下しているが、65歳以上の農業就業人口は
72%増加している。
なお、農家１戸当たりの経営面積及び認定農業者数は増加している。

（川上村）

区 分 平成7年 平成22年 増減率

耕地面積 1,920ha 1,850ha △4％

農家戸数 687戸 566戸 △18％

農業就業人口 1,928人 1,688人 △12％

うち65歳以上 292人 502人 72％
（割合） (15%) (30%)

戸当たり経営面積 2.5ha/戸 3.1ha/戸 24％

認定農業者数 140人※ 393人 181％

（出典：長野県農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は長野県調べ）
※認定農業者数は確認できた最も古い年度（平成９年）の数値とした。

２ 事業により整備された施設の管理状況
本事業により整備された畑地かんがい施設は御所平埋原地区潅水組合により、適切に管理

されている。また、農道及び排水路は川上村により、適切に管理されている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）農作物の生産量の変化

レタスについては、かんがい用水の確保により適期のかん水や防除が可能となったこと
や排水路の整備により冠水被害が解消されたことから生産量が増加している。

また、はくさいについても生産基盤が整備されたことから、作付面積が増加し、生産量
が増加している。

【作付面積】 （単位：ha）

事業計画（平成9年） 評価時点
区分

現況 計画 (平成25年）

レタス 229 145 229

キャベツ 73 11 4

はくさい 0 146 83

（出典：事業計画書、長野県調べ）

【生産量】 （単位：ｔ）

事業計画（平成9年） 評価時点
区分

現況 計画 （平成25年）

レタス 7,715 5,520 8,136

キャベツ 3,608 614 240

はくさい 0 14,107 7,365

（出典：事業計画書、川上村調べ）



【生産額】 （単位：百万円）

事業計画（平成9年） 評価時点
区分

現況 計画 (平成25年）

レタス 949 679 1,066

キャベツ 195 33 15

はくさい 0 917 574

（出典：事業計画書、川上村調べ）

（２）その他
農道が整備されたことにより、荷痛み防止や、農産物等の輸送に係る走行経費の節減が図

られている。

４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 農産物の単収の向上
本事業の実施により農業用水の安定供給が図られ、計画的な定植（年２～３回）や、か

ん水が可能となったこと等から、単収が増加するなど、生産性の向上が図られている。

【単収】 （単位：kg/10a）

事業計画（平成9年） 評価時点
区分

現況 計画 (平成25年）

レタス 3,369 3,807 3,552

キャベツ 4,943 5,506 6,025

（出典：事業計画書、長野県及び川上村調べ）

② 品質の向上
畑地かんがい施設の整備により、農作物への適時適切なかん水が可能となり、大玉レタ

スの割合が増加するなど、農作物の品質の向上が図られている。

【レタスの等級別比率】 （単位：％）

事業実施前 評価時点
区分

（平成10年） （平成25年）

２Ｌ 20.5 33.1

Ｌ１６ 46.0 58.8

Ｌ１８ 12.6 3.7

Ｍ 5.3 0.9

Ｓ 0.9 0.0

２ＬＡ 1.5 0.5

ＬＡ 10.1 2.6

Ｂ 3.1 0.4

（出典:ＪＡ長野八ヶ岳川上支所御所平出荷組合出荷実績聞き取り）
※事業実施前については現存するデータで最も古い平成10年度の数値とした。

③ 排水改良による効果
排水路の整備により、農作物の冠水による被害の解消が図られた。

④ 農道整備による効果
農作物の集出荷所への経路が整備されたことにより、時間短縮や荷痛み等による商品化率

の低下が解消された。



⑤ 農作業の効率化
事業実施前は、水源が乏しく畑かん施設がなく、かんがい用水や防除用水の確保に多大

な労力を要していたが、本事業においてかんがい施設を整備したことにより、農作業の効
率化が図られている。

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

地区内の担い手（認定農業者）が育成され、事業実施前と比べ担い手が大幅に増加する
とともに、育成された担い手への農地集積が進み、農地集積率は80%を超えている。

【担い手の育成状況】 （単位：人）

事業計画（平成9年） 評価時点
区 分

現況 計画 （平成25年）

認定農業者 23 35 62

【担い手への農地集積(御所平埋原）】 （単位：ha、％）

事業計画（平成9年） 評価時点
区 分

現況 計画 （平成25年）

農地集積面積 84 104 220

農地集積率 32 39 83

（出典：川上村聞き取り）

（３）事業による波及的効果等
本事業の実施により、レタスの生産が維持されており、名産地「川上村のレタス」として

全国に出荷されているとともに、「リバーグリーン」、「サワーアップ」といった新しいタイ
プのレタスの開発にも成功し、農業所得の向上による地域活力の増進に寄与している。

また、平成18年から、台湾や香港へレタスを中心とした野菜輸出を実施し、現在は香港、ロシア
へも販路が拡大される等、農産物輸出の取組にも寄与している。

（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果
妥当投資額（B） 2,975百万円
総事業費 （C） 1,900百万円
投資効率 （B/C) 1.56

（注）投資効率方式により算定。

５ 事業実施による環境の変化
（１）生活環境

本事業で整備された農道は、農作物の集出荷や通作のみならず、地域住民の生活道路と
しても活用されており、生活環境の改善に寄与している。

（２）自然環境
本事業の実施に当たっては、現場発生土の利用や地域の植生を乱さぬよう配慮し、施工

されており、事業実施前後で地域の自然環境への大きな影響はない。

６ 今後の課題等
本事業効果を持続させるために、今後とも地区内の土地改良施設の定期的な点検や、補

修を行うことにより、施設の適切な維持管理を行っていく必要がある。

事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、農業用水の安定確保や農作業の効率化、排水
改良による冠水被害の防止等が図られ、高品質なレタス等の野菜が
安定して生産されているとともに、担い手の育成や農地集積が促進
されており、畑作経営の改善・安定が図られている。

第 三 者 の 意 見
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御所平埋原地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 長野県 地区名 御所平埋原

１．地区の概要
① 関係市町村：長野県南佐久郡川上村
② 受 益 面 積：266ha
③ 主 要 工 事：畑地かんがい243.0ha、取水施設２箇所、配水池３箇所、揚水機場５箇所、

農道 3.1kｍ、排水路 2.5kｍ
④ 事 業 費：1,698百万円
⑤ 事 業 期 間：平成10年度～平成19年度
⑥ 関 連 事 業：なし

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,900,138

年総効果額 ② 161,245

廃用損失額 ③ 0 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 37年 当該事業の耐用年数

総合耐用年数に応じ、年総効果
還元率×（１＋建設利息率） ⑤ 0.0542 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 2,975,000

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.56

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分
年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目

農業生産向上効果 156,726

用水施設の整備により、畑地かんがいを計画的
作物生産効果 113,312 に行うこと等によって農作物の生産量が増加す

る効果

用水施設により、等級が上昇するなど農作物の
品質向上効果 43,414 価格が向上、また、農道整備により、農作物運

搬時における荷痛みが防止される効果

農業経営向上効果 4,519

用排水施設、農道の整備により、維持管理費が
維持管理費節減効果 △9,403

増減する効果

営農に係る走行経費 農道の整備により、営農に係る走行経費が節減
13,922

節減効果 される効果

計 161,245



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○ 効果の考え方
用水施設の整備により農業用水が安定供給され、農作物の「収量増」及び「作付面積の増減」

により、農作物の生産量が増減する効果。

○ 対象作物
レタス、キャベツ、はくさい

○ 年効果額算定式
年効果額 ＝ 生産増減量（事後評価時点の農作物の生産量－事業実施前の現況における農作物

の生産量）× 生産物単価 × 純益率

○ 年効果額の算定

農作物生産量（ｔ）
効果 生産 増 加 純

作物名 事後 物単価 粗収益 益 年効果額
現況 評価 増減 (千円 (千円) 率 （千円）

要因 時点 ③＝ /ｔ) (％)
① ② ②－① ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

レタス 単収増 7,715 8,136 421 127 53,467 79 42,239

作付減 3,608 197 △ 3,411 62 △ 211,482 19 △ 40,182

キャベツ 単収増 197 240 43 62 2,666 79 2,106

計 △ 3,368 △208,816 △ 38,076

はくさい 作付増 0 7,365 7,365 78 574,470 19 109,149

合 計 113,312

・農作物生産量 ：現況の農作物生産量（①）は、事業計画時の地域現況による。事後評価時
点の農作物生産量（②）は、長野県及び川上村調べ。

・生産物単価（④）：農業物価統計等による最近５カ年の販売価格に消費者物価指数を反映した
価格。

・純益率（⑥） ：事業計画時の「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」
による標準値等を使用した。



（２）品質向上効果

① 品質向上効果

○効果の考え方
用水施設の新設により、かん水が行われることによって生産物の品質が向上し、生産物単価

が向上する効果。

○対象作物
レタス

○効果算定式＝効果対象数量×単価向上額
年効果額 ＝効果対象数量×単価向上額

○年効果額の算定

作物名 効果対象数量 単価向上額 年効果額
① ② ③=①×②

t 千円/t 千円
レタス 8,136 4 32,544

・効果対象数量（①）：事後評価時点で品質が向上している農産物生産量を基に算定した。
・単価向上額（②） ：過去の事業実施地区の事例調査結果を参考に決定した。

② 荷痛み防止効果

○ 効果の考え方
農道の舗装により、生産物運搬の際の損傷を軽減することによって生産物の品質が向上し、

商品化率が上がり、出荷量が増加する効果。

○ 対象作物
レタス、キャベツ、はくさい

○ 効果算定式
年効果額＝効果対象数量×生産物単価

○ 年効果額の算定

効果対象数量 生産物単価 年効果額
作 物 名 (t) (千円/ｔ) (千円)

① ② ③=①×②

レタス 28.3 127 3,594

キャベツ 4.4 62 272

はくさい 89.8 78 7,004

合 計 10,870

・効果対象数量（①）：事後評価時点で荷痛み防止が図られている農産物生産量を基に算定した。
・生産物単価（②）：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した

価格。



（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方
農業用用排水施設、農道の改修により、従前の施設の維持管理費が節減される効果。

○対象施設
取水施設、配水池、揚水機場、排水路、支線農道

○効果算定式
年効果額＝事業実施前の現況維持管理費 － 事後評価時点の維持管理費

○年効果額の算定

事業実施前の現況維持管理費 事後評価時点の維持管理費 年効果額
① ② ③＝①－②

千円 千円 千円
1,064 10,467 △ 9,403

・事業実施前の現況維持管理費（①）：事業計画書に記載された現況の維持管理費を基に算定
した。

・事後評価時点の維持管理費 （②）：施設の管理団体からの聞き取りによる維持管理費用の
実績等を基に算定した。

（４）営農に係る走行経費節減効果

○効果の考え方
農道の整備により、農産物の生産並びに流通に係る輸送経費が節減される効果。

○対象施設
幹線農道

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業実施前の現況走行経費 － 事後評価時点の走行経費

○年効果額の算定
事業実施前の現 事後評価時点 年効果額(千円)

区 分 況走行経費(千円) の走行経費(千 ③ = ①－②
① 円)

②
通作交通 6,170 4,616 1,554

輸送交通 25.924 13,556 12,368

合 計 32,094 18,172 13,922

・事業実施前の現況走行経費（①）：事業計画書等に記載された現況の走行経費を基に算定
した。

・事後評価時点の走行経費 （②）：事業計画書等に記載された計画の走行経費の算定諸元
を基に事後評価時点の経費を算定した。

４.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成 19 年３月 28 日農林水産省農村
振興局企画部長通知（平成 26年 3月 27日一部改正）



・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成 26 年３月 27 日付け農村振興
局整備部土地改良企画課課長補佐(事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元については、長野県調べ

【便益】
・長野県（平成９年）「御所平埋原地区土地改良事業計画書」
・関東農政局長野農政事務所「長野農林水産統計年報（農林編）」
・農林水産省大臣官房統計部（平成７年、平成 22年）「農林業センサス」
・便益算定に必要な各種緒元は長野県調べ



農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 静岡県 関係市町村名 浜松市
はままつ し

事 業 名 畑地帯総合整備事業 地 区 名 三ヶ日東部
み つ か び とう ぶ

事業主体名 静岡県 事業完了年度 平成20年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、古くからみかん栽培が盛んな地域である浜名湖北部の旧三ヶ日町に位置

しているが、丘陵性山地の斜面等の園地が多く、かんがいや防除に必要な水の確保が
困難であった。また、地区内の農道は未整備であるため、みかんや資機材の搬入搬出
に大きな労力を要していた。更に、排水路も未整備であることから、大雨時には樹園
地の土砂が流失する被害が発生していた。
本事業では、高品質なみかんを安定的に栽培するため、畑地かんがい施設を新設す

るとともに、農道と排水路を一体的に整備し、農業生産性の向上と経営の安定に資す
る。

受益面積：312ha
受益者数：2,523人
主要工事：畑地かんがい 302.0ha、排水路 5.9km、農道 17.6km
総事業費：6,458百万円
工 期：昭和56年度～平成20年度(計画変更：平成12年度)
関連事業：国営かんがい排水事業 浜名湖北部地区

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口及び総世帯数について、昭和56年と平成22年を比較すると、総人口は757
人減少（減少率５％）しているが、核家族世帯や単独世帯の増加により総世帯数は1,073戸
増加（増加率30％）している。

【人口、世帯数】（旧三ケ日町）
区分 昭和55年 平成22年 増減率

総人口 16,144人 15,387人 △5％
総世帯数 3,631戸 4,704戸 30％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が昭和55年の36％から平
成22年の27％に低下しているが、静岡県全体の４％(第１次産業 77,478人/ 全体 1,897,194
人）に比べ高い割合となっている。

【産業別就業人口】（旧三ヶ日町）
区分 昭和55年 平成22年

割合 割合
第１次産業 3,364人 36％ 2,362人 27％
第２次産業 2,738人 29％ 2,440人 27％
第３次産業 3,221人 35％ 4,103人 46％

（出典：国勢調査）

（２）地域農業の動向
地域農業の動向について、昭和55年と平成22年を比較すると、耕地面積については10％、

農家戸数は39％、農業就業人口は10％それぞれ低下している。また、65歳以上の農業就業人
口は５％低下している。



なお、農家戸数１戸当たりの経営面積及び認定農業者数は増加している。

（旧三ヶ日町）
区分 昭和55年 平成22年 増減率

耕地面積 2,180ha 1,955ha △10％
農家戸数 1,962戸 1,203戸 △39％
農業就業人口 4,296人 3,879人 △10％

うち65歳以上 1,558人 1,475人 △5％
（割合） (36％) (38％)

戸当たり経営面積 1.11ha/戸 1.63ha/戸 47％
認定農業者数 114人※ 323人 183％

（出典：農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数はH23静岡県調べ）
※認定農業者数は、確認できる最も古い年度（平成９年）の数値とした。

２ 事業により整備された施設の管理状況
本事業により整備された施設のうち、水源(都田川ダム)からファームポンドまでの施設は

浜名湖北部用水土地改良区が、ファームポンドから末端施設まではファームポンド単位で組
織されている各用水組合が適切に管理を行っている。また、農道、排水路は浜松市が適切に
管理を行っている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）農作物の生産量の変化

本地区では、園内作業の効率の向上の観点から、みかんの改植時に樹間隔を広げて植
栽されているなかで、かんがい用水や防除用水が安定的に取水できるようになったことか
ら、農業生産が確保されている。

また、水田では、排水路整備に伴う乾田化により、転作作物の作付けがされている。

【作付面積】 （単位：ha)
事業計画（平成12年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

みかん 302 302 302
水稲 11 5 5
ばれいしょ － １ １
さやえんどう － １ １
だいこん － １ １

（出典：事業計画書、浜松市聞き取り）

【生産量】 （単位：ｔ）
事業計画（平成12年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

みかん 6,660 7,659 6,695
水稲 35 27 28
ばれいしょ － 9 12
さやえんどう － 6 5
だいこん － 21 25

（出典：事業計画書、地元農家聞き取り）

【生産額】 （単位：百万円）
事業計画（平成12年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

みかん 999 2,028 1,351
水稲 11 7 6
ばれいしょ － 2 2
さやえんどう － 6 4
だいこん － 2 1

（出典：事業計画書、静岡県調べ等）



（２）営農経費の節減
本事業の実施により、給水栓やスプリンクラー等の畑地かんがい施設が整備され、かん水

や防除等に必要な用水が効率的に利用できるようになったこと等から、労働時間や機械経費
の節減が図られている。

【労働時間】 （単位：hr/ha）
事業計画（平成12年） 評価時点

区分 （平成25年）
現況 計画

みかん（露地） 1,977 1,539 1,539
（出典：事業計画書、地元農家聞き取り）

【機械経費】 （単位：円/ha）
事業計画（平成12年） 評価時点

区分 （平成25年）
現況 計画

みかん（露地） 79,600 － －
（出典：事業計画書、地元農家聞き取り）

４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 農業生産性の向上
本地区では、園内作業の効率の向上の観点から、みかんの改植時に樹間隔を広げて植栽さ

れているなかで、本事業により適切な水管理が可能となったことから農業生産が確保されて
いる。

【単収】 （単位：kg/10a）
事業計画（平成12年）

評価時点
区分 現況 計 画 （平成25年）

みかん(早生) 2,472 2,843 2,298
みかん(青島) 2,056 2,364 2,171

(出典：事業計画書、静岡県調べ)

② 品質の向上
本事業の畑地かんがい整備により、みかんへの適切なかん水が可能となったことから、糖

度の高いみかんの栽培が行われ、JAみっかびでは糖度13度以上のものは「ミカエース」とい
うブランド名で高値で販売されている。

【単価】 （単位：千円／t）
事業計画（平成12年）

評価時点
区分 事業実施前 計 画 （平成25年）

みかん(早生) 211 176
みかん(青島) 150 301 217

(出典：事業計画書、静岡県調べ)

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

地区内の担い手(認定農業者)は、計画通り確保されており、また、担い手への農地集積は
ほぼ計画どおり進んでいる。

【担い手の育成状況】 （単位：人）
事業計画（平成12年） 評価時点

区分
現況(平成7年) 計画 （平成25年）

認定農業者 20 20 20

（出典：活性化計画達成状況報告）



【担い手への農地集積】 （単位：ha、％）
事業計画（平成12年） 評価時点

区分
現況(平成7年) 計画 （平成20年）

農地集積面積 26 35 34
農地集積率 8 11 11

（出典：活性化計画達成状況報告）

（３）事業による波及的効果等
本事業の実施により、高品質なみかんの生産が可能になったことを契機に、三ヶ日みかん

の知名度を活用し、新たな需要拡大を図るため、商品開発に取り組んでいる。具体的には、
「三ヶ日みかんアイスクリーム」、「しずおか新商品セレクション2013」において最高金賞
を受賞した三ヶ日みかんジュース「ピュアレスト蜜柑」のほか、企業と連携した「三ヶ日み
かんハイボール」等の商品開発が行われている。

また、畑地かんがい施設へ排水される農業用水は、地域の防火用水としても活用されるな
ど副次的な効果も発揮している。

（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果
総便益（B）34,663百万円
総費用（C）30,549百万円
総費用総便益比（B/C）1.13

（注）総費用総便益比方式により算定。

５ 事業実施による環境の変化
本事業で整備された農道は、農作物の集出荷や通作のみならず、地域住民の生活道路として

も活用されており、生活環境の改善に寄与している。

６ 今後の課題等
本事業で発現している事業効果を維持・継続するため、地区内の土地改良施設の適切な維持

管理に努めるとともに、地域の担い手の育成及び農地集積を進め、今後も持続的な地域農業の
振興を図る必要がある。

事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、農業用水の安定供給や農作業の効率化、排水
改良による土砂流亡の防止等が図られ、高品質なみかんが安定して
生産されているとともに、担い手への農地集積も促進されており、
畑作経営の改善・安定が図られている。

第 三 者 の 意 見
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畑地帯総合整備事業（担い手育成型）三ヶ日東部地区 位置図



三ヶ日東部地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 静岡県 地区名 三ヶ日東部

１．地区の概要
① 関係市町村：静岡県浜松市
② 受 益 面 積：312ha
③ 主 要 工 事：畑地かんがい302.0ha、排水路5.9km、農道17.6km
④ 事 業 費：6,458百万円
⑤ 事 業 期 間：昭和56年度～平成20年度（計画変更：平成12年度）
⑥ 関 連 事 業：国営かんがい排水事業 浜名湖北部地区

２．総費用総便益比の算定
（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 30,549,264

当該事業による費用 ② 17,230,562

その他費用（関連事業＋資産価額＋再整備費） ③ 13,318,702

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 68年

総便益額（現在価値化） ⑤ 34,663,294

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） ⑥＝⑤÷① 1.13

（２）総費用の総括 （単位：千円）

区 施設名 事業着 当 該 関 連 評価期間 評 価 期 間 総費用
工時点 事業費 事業費 における予 終了時点の ⑥＝

分 (又は工種) の資産 防保全費・ 資 産 価 額 ①＋②＋③
価額 ② ③ 再整備費 ⑤ ＋④－⑤
① ④

当 用水路 － 5,028,269 － 1,452,695 578,867 5,902,097

該 ファームポンド － 1,899,984 － 272,563 151,040 2,021,507

事 揚水機場 － 276,244 － 88,515 6,215 358,544

業 農道 － 6,119,813 － 1,273,599 633,164 6,760,248

排水路 － 2,203,131 － 197,556 212,521 2,188,166

小 計 － 15,527,441 － 3,284,928 1,581,807 17,230,562

そ 国営浜名湖北部 － － 12,354,468 1,880,366 916,132 13,318,702
の
他 小 計 － － 12,354,468 1,880,366 916,132 13,318,702

合 計 － 15,527,441 12,354,468 5,165,294 2,497,939 30,549,264



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因
効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

作物生産効果 121,459 用水施設の整備を実施した場合と実施しなか
った場合での作物生産量が増減する効果

品質向上効果 139,122 用水施設及び農道の整備を実施した場合と実
施しなかった場合での生産物の価格が維持、
向上する効果

営農経費節減効果 217,121 用水施設の整備を実施した場合と実施しなか
った場合での営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △22,051 用水施設等の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での施設の維持管理費が増減する
効果

営農に係る走行経費節減効果 192,324 農道の整備を実施した場合と実施しなかった
場合での農業交通に係る走行経費が増減する
効果

農業の持続的発展に関する効果

災害防止効果（農業関係資産） 排水施設の整備を実施した場合と実施しなか
60,182 った場合での災害による農業資産に係る被害

額が軽減する効果

合 計 708,157



（４）総便益額算出表

更新分に

係る効果

更新分に

係る効果

年効果額 年効果額
効果発

生割合

年発生

効果額
年効果額

同左

割引後
年効果額 年効果額

効果発

生割合

年発生

効果額
年効果額

同左

割引後

（千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②＋⑤ ⑦=⑥/① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②＋⑤ ⑦=⑥/①

1 S56 0.2741 -33 0 121,459 0 0 0 0 0 139,122 0 0 0 0 着工年度
2 S57 0.2851 -32 0 121,459 0 0 0 0 0 139,122 0 0 0 0

3 S58 0.2965 -31 0 121,459 0 0 0 0 0 139,122 0 0 0 0

4 S59 0.3083 -30 0 121,459 0 0 0 0 0 139,122 0 0 0 0

5 S60 0.3207 -29 0 121,459 0 0 0 0 0 139,122 0 0 0 0

6 S61 0.3335 -28 0 121,459 0 0 0 0 0 139,122 0 0 0 0

7 S62 0.3468 -27 0 121,459 13 15,790 15,790 45,531 0 139,122 17    23,651 23,651 68,198

8 S63 0.3607 -26 0 121,459 17 20,648 20,648 57,244 0 139,122 21    29,216 29,216 80,998

9 H1 0.3751 -25 0 121,459 19 23,077 23,077 61,522 0 139,122 24    33,389 33,389 89,014

10 H2 0.3901 -24 0 121,459 20 24,292 24,292 62,271 0 139,122 25    34,781 34,781 89,159

11 H3 0.4057 -23 0 121,459 25 30,365 30,365 74,846 0 139,122 29    40,345 40,345 99,445

12 H4 0.4220 -22 0 121,459 30 36,438 36,438 86,346 0 139,122 33    45,910 45,910 108,791

13 H5 0.4388 -21 0 121,459 36 43,725 43,725 99,647 0 139,122 38    52,866 52,866 120,479

14 H6 0.4564 -20 0 121,459 42 51,013 51,013 111,773 0 139,122 42    58,431 58,431 128,026

15 H7 0.4746 -19 0 121,459 46 55,871 55,871 117,722 0 139,122 51    70,952 70,952 149,499

16 H8 0.4936 -18 0 121,459 51 61,944 61,944 125,494 0 139,122 58    80,691 80,691 163,474

17 H9 0.5134 -17 0 121,459 55 66,802 66,802 130,117 0 139,122 61    84,864 84,864 165,298

18 H10 0.5339 -16 0 121,459 61 74,090 74,090 138,771 0 139,122 67    93,212 93,212 174,587

19 H11 0.5553 -15 0 121,459 68 82,592 82,592 148,734 0 139,122 72    100,168 100,168 180,385

20 H12 0.5775 -14 0 121,459 73 88,665 88,665 153,532 0 139,122 76    105,733 105,733 183,087

21 H13 0.6006 -13 0 121,459 78 94,738 94,738 157,739 0 139,122 80    111,298 111,298 185,311

22 H14 0.6246 -12 0 121,459 86 104,455 104,455 167,235 0 139,122 88    122,427 122,427 196,009

23 H15 0.6496 -11 0 121,459 86 104,455 104,455 160,799 0 139,122 88    122,427 122,427 188,465

24 H16 0.6756 -10 0 121,459 89 108,099 108,099 160,004 0 139,122 90    125,210 125,210 185,332

25 H17 0.7026 -9 0 121,459 93 112,957 112,957 160,770 0 139,122 94    130,775 130,775 186,130

26 H18 0.7307 -8 0 121,459 97 117,815 117,815 161,236 0 139,122 96    133,557 133,557 182,780

27 H19 0.7599 -7 0 121,459 99 120,244 120,244 158,237 0 139,122 98    136,340 136,340 179,418

28 H20 0.7903 -6 0 121,459 100     121,459 121,459 153,687 0 139,122 100   139,122 139,122 176,037 完了年度
29 H21 0.8219 -5 0 121,459 100     121,459 121,459 147,778 0 139,122 100   139,122 139,122 169,269

30 H22 0.8548 -4 0 121,459 100     121,459 121,459 142,091 0 139,122 100   139,122 139,122 162,754

31 H23 0.8890 -3 0 121,459 100     121,459 121,459 136,624 0 139,122 100   139,122 139,122 156,493

32 H24 0.9246 -2 0 121,459 100     121,459 121,459 131,364 0 139,122 100   139,122 139,122 150,467

33 H25 0.9615 -1 0 121,459 100     121,459 121,459 126,322 0 139,122 100   139,122 139,122 144,693

34 H26 1.0000 0 0 121,459 100     121,459 121,459 121,459 0 139,122 100   139,122 139,122 139,122 基準年度
35 H27 1.0400 1 0 121,459 100     121,459 121,459 116,788 0 139,122 100   139,122 139,122 133,771

36 H28 1.0816 2 0 121,459 100     121,459 121,459 112,296 0 139,122 100   139,122 139,122 128,626

37 H29 1.1249 3 0 121,459 100     121,459 121,459 107,977 0 139,122 100   139,122 139,122 123,679

38 H30 1.1699 4 0 121,459 100     121,459 121,459 103,824 0 139,122 100   139,122 139,122 118,922

39 H31 1.2167 5 0 121,459 100     121,459 121,459 99,830 0 139,122 100   139,122 139,122 114,348

40 H32 1.2653 6 0 121,459 100     121,459 121,459 95,991 0 139,122 100   139,122 139,122 109,950

41 H33 1.3159 7 0 121,459 100     121,459 121,459 92,299 0 139,122 100   139,122 139,122 105,721

42 H34 1.3686 8 0 121,459 100     121,459 121,459 88,749 0 139,122 100   139,122 139,122 101,655

43 H35 1.4233 9 0 121,459 100     121,459 121,459 85,335 0 139,122 100   139,122 139,122 97,745

44 H36 1.4802 10 0 121,459 100     121,459 121,459 82,053 0 139,122 100   139,122 139,122 93,986

45 H37 1.5395 11 0 121,459 100     121,459 121,459 78,897 0 139,122 100   139,122 139,122 90,371

46 H38 1.6010 12 0 121,459 100     121,459 121,459 75,863 0 139,122 100   139,122 139,122 86,895

47 H39 1.6651 13 0 121,459 100     121,459 121,459 72,945 0 139,122 100   139,122 139,122 83,553

48 H40 1.7317 14 0 121,459 100     121,459 121,459 70,140 0 139,122 100   139,122 139,122 80,339

49 H41 1.8009 15 0 121,459 100     121,459 121,459 67,442 0 139,122 100   139,122 139,122 77,250

50 H42 1.8730 16 0 121,459 100     121,459 121,459 64,848 0 139,122 100   139,122 139,122 74,278

51 H43 1.9479 17 0 121,459 100     121,459 121,459 62,354 0 139,122 100   139,122 139,122 71,422

52 H44 2.0258 18 0 121,459 100     121,459 121,459 59,956 0 139,122 100   139,122 139,122 68,675

53 H45 2.1068 19 0 121,459 100     121,459 121,459 57,650 0 139,122 100   139,122 139,122 66,033

54 H46 2.1911 20 0 121,459 100     121,459 121,459 55,432 0 139,122 100   139,122 139,122 63,493

55 H47 2.2788 21 0 121,459 100     121,459 121,459 53,300 0 139,122 100   139,122 139,122 61,051

56 H48 2.3699 22 0 121,459 100     121,459 121,459 51,250 0 139,122 100   139,122 139,122 58,703

57 H49 2.4647 23 0 121,459 100     121,459 121,459 49,279 0 139,122 100   139,122 139,122 56,445

58 H50 2.5633 24 0 121,459 100     121,459 121,459 47,384 0 139,122 100   139,122 139,122 54,274

59 H51 2.6658 25 0 121,459 100     121,459 121,459 45,561 0 139,122 100   139,122 139,122 52,187

60 H52 2.7725 26 0 121,459 100     121,459 121,459 43,809 0 139,122 100   139,122 139,122 50,180

61 H53 2.8834 27 0 121,459 100     121,459 121,459 42,124 0 139,122 100   139,122 139,122 48,250

62 H54 2.9987 28 0 121,459 100     121,459 121,459 40,504 0 139,122 100   139,122 139,122 46,394

63 H55 3.1187 29 0 121,459 100     121,459 121,459 38,946 0 139,122 100   139,122 139,122 44,610

64 H56 3.2434 30 0 121,459 100     121,459 121,459 37,448 0 139,122 100   139,122 139,122 42,894

65 H57 3.3731 31 0 121,459 100     121,459 121,459 36,008 0 139,122 100   139,122 139,122 41,244

66 H58 3.5081 32 0 121,459 100     121,459 121,459 34,623 0 139,122 100   139,122 139,122 39,658

67 H59 3.6484 33 0 121,459 100     121,459 121,459 33,291 0 139,122 100   139,122 139,122 38,133

68 H60 3.7943 34 0 121,459 100     121,459 121,459 32,011 0 139,122 100   139,122 139,122 36,666

5,735,102 6,764,121

新設及び機能向

上分に係る効果
計

品質向上効果作物生産効果

新設及び機能向

上分に係る効果
計

合計（総便益額）

評

価

期
間

年

度

割引率
(1＋

割引率)
経

過
年

備考



更新分に

係る効果

更新分に

係る効果

年効果額 年効果額
効果発

生割合

年発生

効果額
年効果額

同左

割引後
年効果額 年効果額

効果発

生割合

年発生

効果額
年効果額

同左

割引後

（千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②＋⑤ ⑦=⑥/① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②＋⑤ ⑦=⑥/①

1 S56 0.2741 -33 0 217,121 0 0 0 0 △ 10,895 △ 11,156 0 0 △ 10,895 △ 39,748 着工年度
2 S57 0.2851 -32 0 217,121 0 0 0 0 △ 10,895 △ 11,156 13   △ 1,450 △ 12,345 △ 43,301

3 S58 0.2965 -31 0 217,121 0 0 0 0 △ 10,895 △ 11,156 28   △ 3,124 △ 14,019 △ 47,282

4 S59 0.3083 -30 0 217,121 0 0 0 0 △ 10,895 △ 11,156 30   △ 3,347 △ 14,242 △ 46,195

5 S60 0.3207 -29 0 217,121 0 0 0 0 △ 10,895 △ 11,156 30   △ 3,347 △ 14,242 △ 44,409

6 S61 0.3335 -28 0 217,121 0 0 0 0 △ 10,895 △ 11,156 30   △ 3,347 △ 14,242 △ 42,705

7 S62 0.3468 -27 0 217,121 9     19,541 19,541 56,347 △ 10,895 △ 11,156 30   △ 3,347 △ 14,242 △ 41,067

8 S63 0.3607 -26 0 217,121 14    30,397 30,397 84,272 △ 10,895 △ 11,156 30   △ 3,347 △ 14,242 △ 39,484

9 H1 0.3751 -25 0 217,121 16    34,739 34,739 92,613 △ 10,895 △ 11,156 33   △ 3,681 △ 14,576 △ 38,859

10 H2 0.3901 -24 0 217,121 16    34,739 34,739 89,052 △ 10,895 △ 11,156 35   △ 3,905 △ 14,800 △ 37,939

11 H3 0.4057 -23 0 217,121 21    45,595 45,595 112,386 △ 10,895 △ 11,156 41   △ 4,574 △ 15,469 △ 38,129

12 H4 0.4220 -22 0 217,121 26    56,451 56,451 133,770 △ 10,895 △ 11,156 44   △ 4,909 △ 15,804 △ 37,450

13 H5 0.4388 -21 0 217,121 32    69,479 69,479 158,339 △ 10,895 △ 11,156 53   △ 5,913 △ 16,808 △ 38,304

14 H6 0.4564 -20 0 217,121 37    80,335 80,335 176,019 △ 10,895 △ 11,156 60   △ 6,694 △ 17,589 △ 38,539

15 H7 0.4746 -19 0 217,121 42    91,191 91,191 192,143 △ 10,895 △ 11,156 60   △ 6,694 △ 17,589 △ 37,061

16 H8 0.4936 -18 0 217,121 49    106,389 106,389 215,537 △ 10,895 △ 11,156 60   △ 6,694 △ 17,589 △ 35,634

17 H9 0.5134 -17 0 217,121 52    112,903 112,903 219,912 △ 10,895 △ 11,156 69   △ 7,698 △ 18,593 △ 36,215

18 H10 0.5339 -16 0 217,121 58    125,930 125,930 235,868 △ 10,895 △ 11,156 75   △ 8,367 △ 19,262 △ 36,078

19 H11 0.5553 -15 0 217,121 66    143,300 143,300 258,059 △ 10,895 △ 11,156 76   △ 8,479 △ 19,374 △ 34,889

20 H12 0.5775 -14 0 217,121 72    156,327 156,327 270,696 △ 10,895 △ 11,156 78   △ 8,702 △ 19,597 △ 33,934

21 H13 0.6006 -13 0 217,121 78    169,354 169,354 281,975 △ 10,895 △ 11,156 79   △ 8,813 △ 19,708 △ 32,814

22 H14 0.6246 -12 0 217,121 87    188,895 188,895 302,426 △ 10,895 △ 11,156 79   △ 8,813 △ 19,708 △ 31,553

23 H15 0.6496 -11 0 217,121 88    191,066 191,066 294,129 △ 10,895 △ 11,156 79   △ 8,813 △ 19,708 △ 30,339

24 H16 0.6756 -10 0 217,121 91    197,580 197,580 292,451 △ 10,895 △ 11,156 79   △ 8,813 △ 19,708 △ 29,171

25 H17 0.7026 -9 0 217,121 95    206,265 206,265 293,574 △ 10,895 △ 11,156 85   △ 9,483 △ 20,378 △ 29,004

26 H18 0.7307 -8 0 217,121 97    210,607 210,607 288,226 △ 10,895 △ 11,156 95   △ 10,598 △ 21,493 △ 29,414

27 H19 0.7599 -7 0 217,121 99    214,950 214,950 282,866 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 29,018

28 H20 0.7903 -6 0 217,121 100   217,121 217,121 274,732 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 27,902 完了年度
29 H21 0.8219 -5 0 217,121 100   217,121 217,121 264,170 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 26,829

30 H22 0.8548 -4 0 217,121 100   217,121 217,121 254,002 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 25,797

31 H23 0.8890 -3 0 217,121 100   217,121 217,121 244,231 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 24,804

32 H24 0.9246 -2 0 217,121 100   217,121 217,121 234,827 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 23,849

33 H25 0.9615 -1 0 217,121 100   217,121 217,121 225,815 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 22,934

34 H26 1.0000 0 0 217,121 100   217,121 217,121 217,121 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 22,051 基準年度
35 H27 1.0400 1 0 217,121 100   217,121 217,121 208,770 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 21,203

36 H28 1.0816 2 0 217,121 100   217,121 217,121 200,741 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 20,387

37 H29 1.1249 3 0 217,121 100   217,121 217,121 193,020 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 19,603

38 H30 1.1699 4 0 217,121 100   217,121 217,121 185,596 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 18,849

39 H31 1.2167 5 0 217,121 100   217,121 217,121 178,458 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 18,124

40 H32 1.2653 6 0 217,121 100   217,121 217,121 171,594 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 17,427

41 H33 1.3159 7 0 217,121 100   217,121 217,121 164,994 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 16,757

42 H34 1.3686 8 0 217,121 100   217,121 217,121 158,648 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 16,112

43 H35 1.4233 9 0 217,121 100   217,121 217,121 152,546 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 15,493

44 H36 1.4802 10 0 217,121 100   217,121 217,121 146,679 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 14,897

45 H37 1.5395 11 0 217,121 100   217,121 217,121 141,038 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 14,324

46 H38 1.6010 12 0 217,121 100   217,121 217,121 135,613 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 13,773

47 H39 1.6651 13 0 217,121 100   217,121 217,121 130,397 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 13,243

48 H40 1.7317 14 0 217,121 100   217,121 217,121 125,382 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 12,734

49 H41 1.8009 15 0 217,121 100   217,121 217,121 120,560 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 12,244

50 H42 1.8730 16 0 217,121 100   217,121 217,121 115,923 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 11,773

51 H43 1.9479 17 0 217,121 100   217,121 217,121 111,464 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 11,320

52 H44 2.0258 18 0 217,121 100   217,121 217,121 107,177 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 10,885

53 H45 2.1068 19 0 217,121 100   217,121 217,121 103,055 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 10,466

54 H46 2.1911 20 0 217,121 100   217,121 217,121 99,091 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 10,064

55 H47 2.2788 21 0 217,121 100   217,121 217,121 95,280 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 9,677

56 H48 2.3699 22 0 217,121 100   217,121 217,121 91,615 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 9,305

57 H49 2.4647 23 0 217,121 100   217,121 217,121 88,092 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 8,947

58 H50 2.5633 24 0 217,121 100   217,121 217,121 84,704 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 8,603

59 H51 2.6658 25 0 217,121 100   217,121 217,121 81,446 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 8,272

60 H52 2.7725 26 0 217,121 100   217,121 217,121 78,313 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 7,954

61 H53 2.8834 27 0 217,121 100   217,121 217,121 75,301 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 7,648

62 H54 2.9987 28 0 217,121 100   217,121 217,121 72,405 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 7,354

63 H55 3.1187 29 0 217,121 100   217,121 217,121 69,620 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 7,071

64 H56 3.2434 30 0 217,121 100   217,121 217,121 66,942 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 6,799

65 H57 3.3731 31 0 217,121 100   217,121 217,121 64,368 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 6,537

66 H58 3.5081 32 0 217,121 100   217,121 217,121 61,892 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 6,286

67 H59 3.6484 33 0 217,121 100   217,121 217,121 59,512 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 6,044

68 H60 3.7943 34 0 217,121 100   217,121 217,121 57,223 △ 10,895 △ 11,156 100  △ 11,156 △ 22,051 △ 5,812

10,043,017 △ 1,578,688

営農経費節減効果

新設及び機能向

上分に係る効果

合計（総便益額）

評

価

期

間

年

度

割引率

(1＋

割引率)
経

過

年
備考

計

維持管理費節減効果

新設及び機能向

上分に係る効果
計



更新分に

係る効果

更新分に

係る効果

年効果額 年効果額
効果発

生割合

年発生

効果額
年効果額

同左

割引後
年効果額 年効果額

効果発

生割合

年発生

効果額
年効果額

同左

割引後

（千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②＋⑤ ⑦=⑥/① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②＋⑤ ⑦=⑥/①

1 S56 0.2741 -33 0 192,324 0 0 0 0 0 60,182 0 0 0 0 -39,748 着工年度
2 S57 0.2851 -32 0 192,324 5     9,616 9,616 33,729 0 60,182 13     7,824 7,824 27,443 17,871

3 S58 0.2965 -31 0 192,324 7     13,463 13,463 45,406 0 60,182 28     16,851 16,851 56,833 54,957

4 S59 0.3083 -30 0 192,324 12    23,079 23,079 74,859 0 60,182 30     18,055 18,055 58,563 87,227

5 S60 0.3207 -29 0 192,324 17    32,695 32,695 101,949 0 60,182 30     18,055 18,055 56,299 113,839

6 S61 0.3335 -28 0 192,324 21    40,388 40,388 121,103 0 60,182 30     18,055 18,055 54,138 132,536

7 S62 0.3468 -27 0 192,324 27    51,927 51,927 149,732 0 60,182 30     18,055 18,055 52,062 330,803

8 S63 0.3607 -26 0 192,324 32    61,544 61,544 170,624 0 60,182 30     18,055 18,055 50,055 403,709

9 H1 0.3751 -25 0 192,324 36    69,237 69,237 184,583 0 60,182 33     19,860 19,860 52,946 441,819

10 H2 0.3901 -24 0 192,324 39    75,006 75,006 192,274 0 60,182 35     21,064 21,064 53,996 448,813

11 H3 0.4057 -23 0 192,324 39    75,006 75,006 184,880 0 60,182 41     24,675 24,675 60,821 494,249

12 H4 0.4220 -22 0 192,324 43    82,699 82,699 195,969 0 60,182 44     26,480 26,480 62,749 550,175

13 H5 0.4388 -21 0 192,324 47    90,392 90,392 205,998 0 60,182 53     31,896 31,896 72,689 618,848

14 H6 0.4564 -20 0 192,324 49    94,239 94,239 206,483 0 60,182 60     36,109 36,109 79,117 662,879

15 H7 0.4746 -19 0 192,324 62    119,241 119,241 251,245 0 60,182 60     36,109 36,109 76,083 749,631

16 H8 0.4936 -18 0 192,324 71    136,550 136,550 276,641 0 60,182 60     36,109 36,109 73,154 818,666

17 H9 0.5134 -17 0 192,324 75    144,243 144,243 280,956 0 60,182 69     41,526 41,526 80,884 840,952

18 H10 0.5339 -16 0 192,324 79    151,936 151,936 284,578 0 60,182 75     45,137 45,137 84,542 882,268

19 H11 0.5553 -15 0 192,324 82    157,706 157,706 284,001 0 60,182 76     45,738 45,738 82,366 918,656

20 H12 0.5775 -14 0 192,324 82    157,706 157,706 273,084 0 60,182 78     46,942 46,942 81,285 927,750

21 H13 0.6006 -13 0 192,324 84    161,552 161,552 268,984 0 60,182 79     47,544 47,544 79,161 940,356

22 H14 0.6246 -12 0 192,324 88    169,245 169,245 270,965 0 60,182 79     47,544 47,544 76,119 981,201

23 H15 0.6496 -11 0 192,324 88    169,245 169,245 260,537 0 60,182 79     47,544 47,544 73,190 946,781

24 H16 0.6756 -10 0 192,324 89    171,168 171,168 253,357 0 60,182 79     47,544 47,544 70,373 932,346

25 H17 0.7026 -9 0 192,324 91    175,015 175,015 249,096 0 60,182 85     51,155 51,155 72,808 933,374

26 H18 0.7307 -8 0 192,324 93    178,861 178,861 244,780 0 60,182 95     57,173 57,173 78,244 925,852

27 H19 0.7599 -7 0 192,324 97    186,554 186,554 245,498 0 60,182 100    60,182 60,182 79,197 916,198

28 H20 0.7903 -6 0 192,324 100   192,324 192,324 243,356 0 60,182 100    60,182 60,182 76,151 896,061 完了年度
29 H21 0.8219 -5 0 192,324 100   192,324 192,324 233,999 0 60,182 100    60,182 60,182 73,223 861,610

30 H22 0.8548 -4 0 192,324 100   192,324 192,324 224,993 0 60,182 100    60,182 60,182 70,405 828,448

31 H23 0.8890 -3 0 192,324 100   192,324 192,324 216,337 0 60,182 100    60,182 60,182 67,696 796,577

32 H24 0.9246 -2 0 192,324 100   192,324 192,324 208,008 0 60,182 100    60,182 60,182 65,090 765,907

33 H25 0.9615 -1 0 192,324 100   192,324 192,324 200,025 0 60,182 100    60,182 60,182 62,592 736,513

34 H26 1.0000 0 0 192,324 100   192,324 192,324 192,324 0 60,182 100    60,182 60,182 60,182 708,157 基準年度
35 H27 1.0400 1 0 192,324 100   192,324 192,324 184,927 0 60,182 100    60,182 60,182 57,867 680,920

36 H28 1.0816 2 0 192,324 100   192,324 192,324 177,814 0 60,182 100    60,182 60,182 55,642 654,732

37 H29 1.1249 3 0 192,324 100   192,324 192,324 170,975 0 60,182 100    60,182 60,182 53,502 629,550

38 H30 1.1699 4 0 192,324 100   192,324 192,324 164,399 0 60,182 100    60,182 60,182 51,444 605,336

39 H31 1.2167 5 0 192,324 100   192,324 192,324 158,076 0 60,182 100    60,182 60,182 49,465 582,053

40 H32 1.2653 6 0 192,324 100   192,324 192,324 151,996 0 60,182 100    60,182 60,182 47,563 559,667

41 H33 1.3159 7 0 192,324 100   192,324 192,324 146,150 0 60,182 100    60,182 60,182 45,733 538,140

42 H34 1.3686 8 0 192,324 100   192,324 192,324 140,529 0 60,182 100    60,182 60,182 43,974 517,443

43 H35 1.4233 9 0 192,324 100   192,324 192,324 135,124 0 60,182 100    60,182 60,182 42,283 497,540

44 H36 1.4802 10 0 192,324 100   192,324 192,324 129,927 0 60,182 100    60,182 60,182 40,657 478,405

45 H37 1.5395 11 0 192,324 100   192,324 192,324 124,930 0 60,182 100    60,182 60,182 39,093 460,005

46 H38 1.6010 12 0 192,324 100   192,324 192,324 120,125 0 60,182 100    60,182 60,182 37,589 442,312

47 H39 1.6651 13 0 192,324 100   192,324 192,324 115,505 0 60,182 100    60,182 60,182 36,144 425,301

48 H40 1.7317 14 0 192,324 100   192,324 192,324 111,062 0 60,182 100    60,182 60,182 34,754 408,943

49 H41 1.8009 15 0 192,324 100   192,324 192,324 106,791 0 60,182 100    60,182 60,182 33,417 393,216

50 H42 1.8730 16 0 192,324 100   192,324 192,324 102,683 0 60,182 100    60,182 60,182 32,132 378,091

51 H43 1.9479 17 0 192,324 100   192,324 192,324 98,734 0 60,182 100    60,182 60,182 30,896 363,550

52 H44 2.0258 18 0 192,324 100   192,324 192,324 94,937 0 60,182 100    60,182 60,182 29,708 349,568

53 H45 2.1068 19 0 192,324 100   192,324 192,324 91,285 0 60,182 100    60,182 60,182 28,565 336,122

54 H46 2.1911 20 0 192,324 100   192,324 192,324 87,774 0 60,182 100    60,182 60,182 27,466 323,192

55 H47 2.2788 21 0 192,324 100   192,324 192,324 84,398 0 60,182 100    60,182 60,182 26,410 310,762

56 H48 2.3699 22 0 192,324 100   192,324 192,324 81,152 0 60,182 100    60,182 60,182 25,394 298,809

57 H49 2.4647 23 0 192,324 100   192,324 192,324 78,031 0 60,182 100    60,182 60,182 24,417 287,317

58 H50 2.5633 24 0 192,324 100   192,324 192,324 75,030 0 60,182 100    60,182 60,182 23,478 276,267

59 H51 2.6658 25 0 192,324 100   192,324 192,324 72,144 0 60,182 100    60,182 60,182 22,575 265,641

60 H52 2.7725 26 0 192,324 100   192,324 192,324 69,369 0 60,182 100    60,182 60,182 21,707 255,424

61 H53 2.8834 27 0 192,324 100   192,324 192,324 66,701 0 60,182 100    60,182 60,182 20,872 245,600

62 H54 2.9987 28 0 192,324 100   192,324 192,324 64,136 0 60,182 100    60,182 60,182 20,069 236,154

63 H55 3.1187 29 0 192,324 100   192,324 192,324 61,669 0 60,182 100    60,182 60,182 19,297 227,071

64 H56 3.2434 30 0 192,324 100   192,324 192,324 59,297 0 60,182 100    60,182 60,182 18,555 218,337

65 H57 3.3731 31 0 192,324 100   192,324 192,324 57,016 0 60,182 100    60,182 60,182 17,842 209,941

66 H58 3.5081 32 0 192,324 100   192,324 192,324 54,823 0 60,182 100    60,182 60,182 17,155 201,865

67 H59 3.6484 33 0 192,324 100   192,324 192,324 52,715 0 60,182 100    60,182 60,182 16,496 194,103

68 H60 3.7943 34 0 192,324 100   192,324 192,324 50,687 0 60,182 100    60,182 60,182 15,861 186,636

10,371,264 3,328,478 34,663,294

備考

新設及び機能向

上分に係る効果
計 割引後

効果額

合計

（千円）

災害防止効果

新設及び機能向

上分に係る効果
計

走行経費節減効果

合計（総便益額）

評

価

期

間

年

度

割引率

(1＋

割引率)
経

過

年



３．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の作

物生産量の比較により年効果額を算定した。

○対象作物
みかん（早生、青島）、水稲、ばれいしょ、さやえんどう、だいこん

○年効果額算定式
年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）
×単価×単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農産物生産量）
×単価×作付増減の純益率

○年効果額の算定

作 農作物生産量

計 新設 効果要因 生産物 増 加 純益率 年効果額

画 物 ・ 事業なかりせば 事業ありせば 増減 単 価 粗収益

地 更新 ① ② ② ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

目 名

t t t 千円/ｔ 千円 ％ 千円

樹 みかん 新 単収増 2,172 2,498 326 160 52,160 75 39,120

園 （早生） 設

地 みかん 新 単収増 3,650 4,197 547 197 107,759 75 80,819

（青島） 設

計 119,939

水稲 新 単収増 27 28 1 230 230 77 177

設

作付増減 － △9 △9 230 △2,070 － －

ばれいしょ 新 作付増減 － 12 12 151 1,821 15 273

田 設

さやえんどう 新 作付増減 － 5 5 920 4,600 20 920

設

だいこん 新 作付増減 － 25 25 40 1,000 15 150

設

計 1,520

合計 121,459

【新設】
・農作物生産量：「事業なかりせば」は本地区においては、園内作業効率の向上のため、みかん

の改植時に樹間隔を拡げて植栽されていることから、評価時点の植栽密度で
用水供給が無い状況を元に算出した。
「事業ありせば」は、評価時点の生産量であり、地元農家聞き取りによる最近
年の平均単収等により算定した。

・生産物単価：みかんについては、農協の共販実績を用い、その他作物については、農業物価
統計等による最近５カ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格を用いた。



・純 益 率：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を
使用した。

・表示単位未満を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。

（２）品質向上効果

○効果の考え方
事業を実施した場合(事業ありせば)と事業を実施しなかった場合(事業なかりせば)の生産物

価格又は生産物の商品化量を比較して年効果額を算定した。

○対象作物
湿潤かんがい効果：みかん（早生、普通）
荷痛み防止効果：みかん（早生、普通）

○効果算定式
湿潤かんがい効果：年効果額＝効果対象数量×単価向上額
荷痛み防止効果：年効果額＝効果対象数量×生産物単価

○年効果額の算定

効果 生産物単価 単価向上額 年効果額
対象数量 又は

生産物単価
作物名 効果

要因
機能 機能 事業 現況 事業 現況－ 事業あ 現況－事 事業あ 計
維持 向上 なか あり 事業な りせば 業な りせば

りせ せば かりせ －現況 かりせ －現況
ば ば ば

① ② ③ ④ ⑤ ⑥= ⑦= ⑧= ⑨= ⑩=
④－③ ⑤－④ ①×⑥ ②×⑦ ⑧＋⑨

t t 千円/t 千円/t 千円/t 千円/t 千円/t 千円 千円 千円

みかん 湿潤
（早生） かん － 2,491 160 160 176 － 16 － 39,857 39,857

がい

みかん 湿潤
（普通） かん － 4,203 197 197 217 － 20 － 84,061 84,061

がい

みかん 荷痛
（早生） み防 － 31 160 160 160 － 160 － 4,960 4,960

止

みかん 荷痛
（普通） み防 － 52 160 197 197 － 197 － 10,244 10,244

止

合 計 139,122

・効果対象数量：湿潤かんがい効果の対象数量は「事業ありせば」のもとでの生産量、荷痛み防
止効果の対象数量は事後評価時点の生産量に「事業ありせば」と「現況」の商
品化率の差を生じた値。

・生産物単価 ：「事業なかりせば単価(③)」及び「現況単価(④)」は、事後評価時点の「現況
単価」を消費者物価指数で補正した単価を用いた。「事業ありせば単価(⑤)」
は、農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した
価格を用いた。

・単価向上額又は生産物単価：湿潤かんがい効果は単価向上額とし、荷痛み防止効果は事後評
価時点の生産物単価とする。



（３）営農経費節減効果

○効果の考え方
事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)の労働費、機械経

費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から年効果額を算定した。

○対象作物
みかん（露地）

○年効果額算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば営農経費 － 事業ありせば営農経費

○年効果額の算定
みかん（用水改良：水管理作業・防除作業に要する経費の増減）

営農経費 年効果額

新設 更新
作物名 現況 事後評価時点 事業なかりせば 事業ありせば ⑤＝（①－②）

営 農 経 費 営 農 経 費 ＋（④－③）

（事業なかりせば） （事業ありせば） ③ ④

① ②

千円 千円 千円 円 千円

みかん 937,627 720,506 － － 217,121
（用水改良）

合 計 217,121

・事業なかりせば営農経費(①)：三ケ日東部土地改良事業計画書等に記載された現況の用水
管理に係る経費を基に算定した。

・事業ありせば営農経費(②) ：事後評価時の用水管理に係る営農経費であり、静岡県の農
業経営指標等を基に地元農家に聞き取りを行い算定した。



（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方
事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)を比較し、維持管

理費の増減をもって年効果額を算定した。

○対象施設
用水路、排水路、農道

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 － 事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定

事業なかりせば維持管理費 事業ありせば維持管理費 年効果額 備 考
① ② ③＝①－②

千円 千円 千円 現況維持管理費
10,896 32,947 △22,051 21,791千円

・事業なかりせば維持管理費（①）：事業計画時における現況の維持管理費用のうち、施設
の安全管理等に最低限必要な維持管理費用を基に算定し
た。

・事業ありせば維持管理費 （②）：施設の管理団体等からの聞き取りによる維持管理費用の
実績値を基に算定した。

※本事業の実施により見込まれる維持管理費は、現況と計画との差の△11,156千円
現況－計画（事業ありせば）＝21,791千円－32,947千円＝△11,156千円

（５）営農に係る走行経費節減効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の農業交通に

係る走行経費の増減をもって年効果額を算定した。

○対象施設
幹線農道、支線農道

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば走行経費 － 事業ありせば走行経費

○年効果額の算定

事業なかりせば走行経費 事業ありせば走行経費 年効果額
① ② ③＝①－②

千円 千円 千円

238,229 45,905 192,324

・事業なかりせば走行経費（①）：整備した農道の機能が喪失した状態において想定される
農業交通に係る走行経費を算定した。

・事業ありせば走行経費 （②）：農道の整備後における農業交通に係る走行経費を算定し
た。



（６）災害防止効果

○効果の考え方
排水施設の改修により、大雨等の災害の発生に伴う作物、農用地、農業用施設の被害が防止又

は軽減される効果。

○対象資産（想定被害軽減施設）
農用地、農業用施設

○年効果額算定式
年効果額＝事業なかりせば年被害（想定）額 － 事業ありせば年被害（想定）額

○年効果額の算定
対象資産項目 事業なかりせば年被害額 事業ありせば年被害額 年効果額

① ② ③＝①－②

千円 千円 千円

農用地 60,182 0 60,182

合 計 60,182

・事業なかりせば年被害額（①）：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区域
における資産を対象に湛水シミュレーションにより事業
なかりせば想定される年被害額を推定した。

・事業ありせば年被害額 （②）：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区
域における資産を対象に湛水シミュレーションにより事
業ありせば想定される年被害額を推定した。

４.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課（監修）（平成19年）「新たな土地改
良の効果算定マニュアル」大成出版社（平成20年３月31日一部改正、平成21年３月31日一部改
正）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振
興局企画部長通知（平成26年３月27日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成26年３月27日農林水産省農村振
興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元については、静岡県交通基盤部農地局農地整備課調べ

【便益】
・静岡県（平成13年３月）「三ケ日東部地区土地改良事業計画書」
・関東農政局静岡統計情報事務所「静岡県農林水産統計年報（農林編）」
・農林水産省大臣官房統計部（昭和56年、平成23年）「農林業センサス」
・便益算定に必要な各種諸元は、静岡県交通基盤部農地局農地整備課調べ



農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 茨城県 関係市町村名 龍ケ崎市
り ゆ う が さ き し

事 業 名 経営体育成基盤整備事業 地 区 名 板橋大塚
い た ば し お お つ か

事業主体名 茨城県 事業完了年度 平成20年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、茨城県龍ケ崎市の東部に位置し、一級河川小野川の右岸に開けた水稲

を中心とした水田地帯である。
しかしながら、本地区は昭和28年～31年に団体営区画整理事業により整備された

が、ほ場は概ね10ａで農道も狭く、排水路が浅いため、営農に支障が生じ農業経営
は不安定な状況にあった。

このため、本事業によりほ場の大区画化と農道、用排水路の整備を行い、農業生
産性の向上を図るとともに担い手への農地集積を促進し、地域の農業構造の改善等
に資する。

受益面積：77ha
受益者数：124人
主要工事：区画整理 72.0ha、農道 6.8km、用水路 15.7km、排水路 8.3km

暗渠排水 71.8ha
総事業費：2,308百万円
工 期：平成９年度～平成20年度（計画変更：平成19年度）
関連事業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口及び総世帯数について、平成７年と平成22年を比較すると、総人口は
11,171人増加(増加率16％)、総世帯数は7,848戸増加(増加率35％)している。

【人口、世帯数】（龍ケ崎市）
区分 平成7年 平成22年 増減率

総人口 69,163人 80,334人 16％
総世帯数 22,244戸 30,092戸 35％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が平成７年の５％か
ら平成22年の２％に低下しており、茨城県全体の６％（第１次産業82,873人/全体1,420,
181人）に比べて低い割合となっている。

【産業別就業人口】（龍ケ崎市）
区分 平成7年 平成22年

割合 割合
第１次産業 1,561人 5％ 805人 2％
第２次産業 10,889人 33％ 9,534人 27％
第３次産業 20,324人 62％ 25,260人 71％

（出典：国勢調査）

（２）地域農業の動向
地域農業の動向について、平成７年と平成22年を比較すると、耕地面積については15

％、農家戸数は33％、農業就業人口は46％それぞれ低下し、65歳以上の農業就業人口に



ついても19％低下している。
なお、農家１戸当たりの経営面積及び認定農業者数は増加している。

（龍ケ崎市）
区分 平成7年 平成22年 増減率

耕地面積 2,458ha 2,094ha △15％
農家戸数 1,715戸 1,151戸 △33％
農業就業人口 2,235人 1,205人 △46％

うち65歳以上 1,016人 820人 △19％
（割合） （46%) (68%)

戸当たり経営面積 1.4ha/戸 1.8ha/戸 29％
認定農業者数 42人※ 67人 60％

（出典：茨城農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は龍ケ崎市調べ）
※認定農業者は確認できた最も古い年度（平成12年度）の数値とした。

２ 事業により整備された施設の管理状況
幹線用水路は長戸北部土地改良区、末端水路は営農者により適切に管理されている。
また、農道は多面的機能支払交付金により、非農家を含む地域住民が一体となって管理

を行っている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）農作物の生産量の変化

本地区では、水稲と野菜を取り入れた複合経営へ転換する計画であったが、事業実施に
より、ほ場の大区画化や乾田化が図られ、営農組合法人に農地集積が進み、経営の大規模
化が図られたことから、現在はブロックローテーションにより大豆を作付けしている。

また、平成22年からは食料自給率向上に寄与する飼料用米の作付けにも取り組んでい
る。

【作付面積】 （単位：ha)
事業計画（平成18年） 評価時点

区 分
現況(平成8年) 計画 （平成25年）

水稲 55 55 45
飼料用米 － － 11
小麦 － 10 －
そば － 13 －
大豆 － － 19
らっかせい － － 1
きゅうり － 4 1
トマト － 4 －
レタス － 10 －
はくさい － 5 －
ねぎ 0 0 －
こまつな － － 1
（出典：事業計画書、事後評価時点は現地調査及び改良区聞き取り調査）

【生産量】 （単位：ｔ）
事業計画（平成18年） 評価時点

区 分
現況(平成8年) 計画 （平成25年）

水稲 285 285 238
飼料用米 － － 71
小麦 － 28 －
そば － 3 －
大豆 － － 24
らっかせい － － 3
きゅうり － 101 23
トマト － 122 －
レタス － 205 －



はくさい － 284 －
ねぎ 4 4 －
こまつな － － 12

（出典：事業計画書、事後評価時点は現地調査及び龍ケ崎市聞き取り調査）

【生産額】 （単位：百万円）
事業計画（平成18年） 評価時点

区 分
現況(平成8年) 計画 （平成25年）

水稲 66 66 55
飼料用米 － － 2
小麦 － 1 －
そば － 1 －
大豆 － － 3
らっかせい － － 1
きゅうり － 25 5
トマト － 32 －
レタス － 24 －
はくさい － 12 －
ねぎ 1 1 －
こまつな － 1 3

（出典：事業計画書、事後評価時点はJA聞き取り調査）

（２）営農経費の節減
本事業及び関連事業の実施により、農業用水の安定供給が図られるとともに、排水改良

による乾田化及びほ場の大区画化に伴う大型農業機械の導入により農作業に係る労働時間
等の節減が図られている。

なお、本地区では、労働時間の縮減が図られたことから、有機肥料を使用した土づくりをはじ
め、化学肥料と化学合成農薬を慣行の使用量の半分以下に減らした特別栽培米の栽培に取り
組むこととし、計画では購入することとしていた苗を、自ら育てることとしたため、評価時点では、
計画までの節減とはなっていない。

【労働時間】 （単位：hr/ha）
事業計画（平成18年） 評価時点

区分
現況(平成8年) 計画 （平成25年）

水稲 185 85 132

【機械経費】 （単位：千円/ha）
事業計画（平成18年） 評価時点

区分
現況(平成8年) 計画 （平成25年）

水稲 948 188 262
（出典:事業計画書、受益農家聞き取り）

４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 農業生産性の向上
本事業の実施により、用水の安定供給が図られたことにより、水稲の単収は事業実施

前に比べ増加している。
なお、本地区では、化学肥料と化学合成農薬を慣行の使用量の半分以下に減らした特別

栽培米の栽培に取り組むこととし、品質を重視し「量よりも質」とした栽培方法であるため、評価
時点では、計画までの単収とはなっていない。

【単収】 （単位：kg/10a）
事業計画（平成18年） 評価時点

区分 （平成25年）
現況(平成8年） 計画

水稲 514 545 527
（出典:事業計画書、受益農家聞き取り）



（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

地区内の担い手（認定農業者、農事組合法人）が育成され、事業実施前と比べ担い手
が増加している。

また、これに伴って担い手への農地集積も計画以上に進んでいる。

【担い手の育成状況】 （単位：人、組織）
事業計画（平成8年） 評価時点

区分
現況(平成8年） 計画 （平成25年）

認定農業者 3 4 4
農事組合法人 － 1 1

【担い手への農地集積】 （単位：ha、％）
事業計画（平成8年） 評価時点

区分
現況(平成8年） 計画 （平成25年）

農地集積面積 4 46 58
農地集積率 5 60 75

（出典：土地改良区聞き取り）

さらに、長戸北部土地改良区が中心となり、戦略作物である大豆の効率的作付けのた
め、ブロックローテーション計画の策定や、更なる担い手への農地集積、認定農業者や
後継者の育成に取り組んでいる。

（３）事業による波及的効果等
本事業により、作物生産の基盤が確保され、農作業の省力化が図られたことから、堆肥を

利用した土づくりをはじめ、有機肥料を主に利用して、化学肥料と化学合成農薬を慣行の使用
量の半分以下に減らした特別栽培米の栽培が行われており、この米は「龍のまごころ」のブラ
ンド名で販売され、販路の拡大が図られている。
また、整備された農道では、周辺の小学校のシバザクラの植付け体験など、環境美化

の総合学習の場としても活用されており、農業施設の多面的な役割の理解に役立ってい
る。

【参考】平成26年産米の販売価格（出典：長戸北部営農組合HP）
板橋産コシヒカリ 250円/kg
板橋産特別栽培米コシヒカリ 367円/kg

（４）事後評価時点における費用対効果分析の結果
総便益（B） 5,761百万円
総費用（C） 4,538百万円
総費用総便益比（B/C） 1.26
（注）総費用総便益比方式により算定。

５ 事業実施による環境の変化
（１）生活環境

整備された農道は、ほ場への効率的な通作を可能としてるほか、地域の生活道路とし
ても活用され、地域住民の利便性の向上にも寄与している。

（２）自然環境
化学肥料と化学合成農薬を慣行の使用量の半分以下に削減した主食用米「龍のまごこ

ろ」が栽培されており、環境への負荷が軽減されている。
また、営農者を対象としたアンケート調査では、過半数の方から動植物の生息状況や

景観が良くなったとの回答や、田んぼにカワセミが戻ってきたとの意見が得られた。

６ 今後の課題等
本地区では、担い手への農地集積を進めているところであるが、更なる経営の効率化を

図るため、今後も引き続き、担い手の育成及び農地集積に取り組んでいく必要がある。



事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、農作業の効率化が図られるとともに、担
い手の育成や農地集積が促進されており、地域農業構造の改善が
図られている。

第 三 者 の 意 見 （地区に関する意見）

（事業に関する意見）
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板橋大塚地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 板橋大塚

１．地区の概要
① 関係市町村：茨城県龍ケ崎市
② 受 益 面 積：77ha
③ 主 要 工 事：区画整理 72.0ha、農道 6.8km、用水路 15.7km、排水路 8.3km、

暗渠排水 71.8ha
④ 事 業 費：2,308百万円
⑤ 事 業 期 間：平成９年度～平成20年度（計画変更：平成19年度）
⑥ 関 連 事 業：なし

２．総費用総便益比の算定
（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 4,537,648

当該事業による費用 ② 4,038,747

その他費用（関連事業＋資産価額＋再整備費） ③ 498,901

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 52年

総便益額（現在価値化） ⑤ 5,760,908

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） ⑥＝⑤÷① 1.26

（２）総費用の総括 （単位：千円）

区 施設名 事業着工 当 該 関 連 評価期間 評 価 期 間 総費用
時 点 の 事業費 事業費 における 終了時点の

分 (又は工種) 資産価額 予防保全費 資 産 価 額 ⑥＝
・再整備費 ①＋②＋③

① ② ③ ④ ⑤ ＋④－⑤

整地工 － 1,425,488 － － － 1,425,488

機場下部工 － 232,809 － 46,453 35,738 243,524

当 機械設備 － 416,876 － 252,953 79,269 590,560

樋管 － 312,677 － 72,788 24,772 360,693

ゲート設備 － 35,874 － 10,183 3,465 42,592

上屋 － 67,672 － － 518 67,154

該 調整池 － 121,401 － － 10,392 111,009

用水路（管路） － 292,570 － 79,679 29,860 342,389

排水路（コンクリー － 612,095 － 140,136 63,114 689,117
ト製品）



農道（路盤・路床） － 26,857 － 3,692 4,922 25,627
事

農道（敷砂利） － 12,023 － 8,898 397 20,524

暗渠排水工 － 220,542 － 87,835 1,611 306,766

集落排水（コンクリ － 93,587 － 24,247 9,975 107,859
ート製品）

集落道路（路盤・路 － 141,297 － 8,239 26,773 122,763
床）

業
集落道路（舗装工） － 21,889 － 34,933 4,414 52,408

集落道路（敷砂利） － 5,090 － 4,389 353 9,126

小 計 － 4,038,747 － 774,425 295,573 4,517,599

そ 大塚堰 8,695 － － 12,400 1,046 20,049
の
他 小 計 8,695 － － 12,400 1,046 20,049

合 計 8,695 4,038,747 － 786,825 296,619 4,537,648



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因
効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

作物生産効果 区画整理及び用排水施設の整備を実施した場
43,342 合と実施しなかった場合での作物生産量が増

減する効果

品質向上効果 集落道路の整備を実施した場合と実施しなか
49 った場合での生産物の商品化量が増加する効

果

営農経費節減効果 区画整理及び用排水施設の整備を実施した場
103,871 合と実施しなかった場合での営農経費が増減

する効果

維持管理費節減効果 区画整理及び用排水施設の整備を実施した場
△5,515 合と実施しなかった場合での施設の維持管理

費が増減する効果

農村の振興に関する効果

地籍確定効果 673 区画整理を実施した場合と実施しなかった場
合での国土調査に要する経費が節減する効果

非農用地等創設効果 区画整理を実施した場合と実施しなかった場
18,188 合での公共用地等の用地調達経費が節減する

効果

合 計 160,608



（４）総便益額算出表













３．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物
生産量の比較により年効果額を算定した。

○対象作物
水稲、飼料用米、大豆、らっかせい、きゅうり、こまつな、ねぎ

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）
×単価×単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）
×単価×作付増減の純益率

○年効果額の算定

新設 効果 農作物生産量 生産物 増 加 純益 年効果額

作物名 ・ 事業なかりせば 事業ありせば 増減 単 価 粗収益 率

更新 要因 ① ② ③＝②-① ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

t t t 千円/ｔ 千円 ％ 千円

新設 単収増 231.8 237.7 5.9 232 1,369 77 1,054

水 稲 作付減 284.8 231.8 △52.9 232 △12,273 － －

更新 単収増 61.0 292.0 231.0 232 53,592 77 41,266

(水管理改良)

計 42,320

飼料用米 新設 作付増 0.0 71.2 71.2 30 2,136 － －

大 豆 新設 作付増 0.0 24.0 24.0 105 2,520 － －

らっかせい 新設 作付増 0.0 3.0 3.0 367 1,101 － －

きゅうり(夏秋) 新設 作付増 0.0 11.9 11.9 247 2,939 9 265

きゅうり(冬春) 新設 作付増 0.0 11.1 11.1 189 2,098 9 189

こまつな 新設 作付増 0.0 11.7 11.7 263 3,077 19 585

ね ぎ 新設 作付減 4.4 0.0 △4.4 192 △845 2 △17

合 計 43,342

【新設】
・農作物生産量：「事業なかりせば」は、事業実施前の現況の生産量であり、板橋大塚地区土

地改良事業計画書等に記載された各種諸元を基に算定した。
「事業ありせば」は、評価時点の生産量であり、農林水産統計等による最近
年の平均単収及び現地調査結果を基に算定した。

【更新】
・農作物生産量：「事業なかりせば」は、農業用水機能の喪失時に想定される生産量であり、

「事業ありせば」に効果要因別に失われる増収率を考慮し算定した。
「事業ありせば」は、評価時点の生産量であり、農林水産統計等による最近
年の平均単収を基に算定した。

【共通】
・生産物単価：農業物価統計等による最近５カ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格



を用いた。
・純 益 率：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を

使用した。
・表示単位未満を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。

（２）品質向上効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合(事業なかりせば)の生産物の商品
化量の比較により年効果額を算定した。

○対象作物
きゅうり

○効果算定式
年効果額＝効果対象数量×生産物単価

○年効果額の算定

作物名 効果対象数量 生産物単価 年効果額
① ② ③＝①×②

t 千円/t 千円

きゅうり 0.2 247 49

・効果対象数量：事後評価時点の生産量に「事業ありせば」及び「現況」の商品化率の差を乗
じて算定した。

・生産物単価 ：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した価
格を用いた。

（３）営農経費節減効果

○効果の考え方
事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)の労働費、機械経
費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から年効果額を算定した。

○対象作物
水稲

○年効果額算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば営農経費 － 事業ありせば営農経費

○年効果額の算定
水稲ありせば（区画整理による作業効率の向上、担い手の経営規模拡大による機械経

費の節減）
水稲なかりせば（用水管理作業の有無による労働費の増減）

営農経費 年効果額

新 設 更 新

作物名 現況 事後評価時点 事業なかりせば 事業ありせば ⑤＝（①－②）

(事業なかりせば) (事業ありせば) 営 農 経 費 営 農 経 費 ＋（③－④）

① ② ③ ④

水 稲 千円 千円 千円 円 千円

（区画整理） 131,848 24,870 128,741 131,848 103,871



【新設】
・事業なかりせば営農経費(①)：板橋大塚地区土地改良事業計画書等に記載された現況の経

費を基に算定した。
・事業ありせば営農経費(②) ：事後評価時の営農経費であり、当該事業地区の事後評価時

点の経営規模、機械装備及び作業体系を基に算定した。
【更新】
・事業なかりせば営農経費(③)：事業ありせば営農経費から事業なかりせば想定される用水

管理作業経費を除いて算定した。
・事業ありせば営農経費(④) ：板橋大塚地区土地改良事業計画書等に記載された現況の経

費を基に算定した。

（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方
事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)を比較し、維持管
理費の増減をもって年効果額を算定した。

○対象施設
用排水機場、用水路、排水路、農道、集落道路 等

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 － 事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定

事業なかりせば維持管理費 事業ありせば維持管理費 年効果額 備 考
① ② ③＝①－②

千円 千円 千円 現況維持管理費
3,776 9,291 △5,515 9,713千円

・事業なかりせば維持管理費（①）：施設の管理団体等からの聞き取りによる維持管理費用
のうち、施設の安全管理等に最低限必要な維持管理費
用の実績値をもとに算定。

・事業ありせば維持管理費 （②）：施設の管理団体等からの聞き取りによる維持管理費用
の実績値をもとに算定。

※本事業の実施により節減が見込まれる維持管理費は、現況と計画との差の422千円。
現況－計画（事業ありせば）＝9,713千円－9,291千円＝422千円（節減額）

（５）地籍確定効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、土
地を国土調査する場合に要する経費の差をもって年効果額を算定した。

○対象
当該事業による区画整理

○年効果額算定式
年効果額 ＝ （事業なかりせば国土調査費 － 事業ありせば国土調査費） × 還元率



○年効果額の算定
事業なかりせば 事業ありせば 還元率 年効果額

国土調査費 国土調査費 ③ ④＝（①－②）×③
① ②

千円 千円 千円

16,493 0 0.0408 673

・事業なかりせば国土調査費（①）：近傍地区における国土調査費を基に算定した。
・事業ありせば国土調査費 （②）：当該事業の実施により、国土調査費は０として算定し

た。

・還元率 （③）：施設等が有している総効果額を耐用年数期間（基本
的に100年とする）に換算するための係数

（６）非農用地等創設効果

○効果の考え方
区画整理等の面的整備事業において、換地手法を用いて公共用地等の非農用地を円滑に創設す
ることにより、合理的かつ経済的に他の事業者が用地を取得できることから、事業を実施した
場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、用地調達に
要する経費の差をもって年効果額を算定した。

○算定対象
当該事業の実施により創設された非農用地（道路用地）

○効果算定式
年効果額＝（想定経費（事業なかりせば用地調達経費）－計画経費（事業ありせば用地調達

経費））×還元率

○年効果額の算定
想定経費 計画経費 還元率 年効果額

① ② ③ ④＝（①－②）×③
千円 千円 千円

449,410 3,616 0.0408 18,188

・想定経費（①）：当該事業を実施しなかった場合に想定される用地調達経費であり、近傍
地区における事例を基に算定した。

・計画経費（②）：当該事業を実施した場合における用地調達経費を算定した。
・還元率 （③）：施設等が有している総効果額を耐用年数期間（基本的に100年とする）

に換算するための係数

４．評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課（監修）（平成19年）「新たな土地
改良の効果算定マニュアル」大成出版社（平成20年３月31日一部改正、平成21年３月31日一部
改正、平成26年３月27日一部改正）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振
興局企画部長通知（平成26年３月27日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成26年３月27日付け農村振興局
整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元は、茨城県農林水産部農地局農村計画課調べ



【便益】
・「板橋大塚地区土地改良事業計画書」（平成18年）
・「茨城農林水産統計年報」関東農政局茨城農政事務所
・「農業機械・施設便覧（2013/2014）」日本農業機械化協会
・「普通作物栽培基準（平成22年３月）」茨城県農業総合センター
・「野菜栽培基準（平成21年３月）」茨城県農業総合センター
・便益算定に必要な各種諸元は、茨城県農林水産部農地局農村計画課調べ



農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 山梨県 関係市町村名 中 央市、中巨摩郡 昭 和 町
ちゆうおう し なか こ ま ぐんしよう わ ちよう

事 業 名 農村振興総合整備事業 地 区 名 今川
いまかわ

事業主体名 山梨県 事業完了年度 平成20年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、山梨県のほぼ中央部に位置し、水路や河川の流末が一級河川笛吹川に

合流する平坦地であり、水稲や野菜栽培が盛んな地域である。
しかしながら、甲府市のベッドタウンとして新規居住者が増加し、急速に進ん

だ混住化による土地利用の変化などの影響により、湛水被害が見られるようにな
った。

このようなことから、開発が進んだ住宅地と農地が隣接し、農業基盤整備とあわ
せて、住環境の整備が求められる地域であるため、動植物の保護と快適な水辺空間
の確保を念頭に置いた農業用用排水路等の整備を行い、豊かな環境に恵まれた農村
空間の形成の推進に資する。

受益面積：199ha
主要工事：農業用用排水路 4.5km、集落排水路 0.3km、水辺環境整備 １箇所、

農道 1.6km、集落道 0.6km
総事業費：3,075百万円
工 期：平成８年度～平成20年度
関連事業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口及び総世帯数について、平成７年と平成22年を比較すると、総人口は
6,281人増加（増加率15％）、総世帯数は5,054戸増加（増加率34％）している。

【人口、世帯数】（中央市、昭和町）

区 分 平成7年 平成22年 増減率

総 人 口 43,133人 49,414人 15％

総 世 帯 数 15,009戸 20,063戸 34％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が平成７年の９％から
平成22年には７％に低下しており、山梨県全体の７％（第１次産業29,906人/全体414,569
人）と同じ割合になっている。

【産業別就業人口】（中央市、昭和町）

平成7年 平成22年
区分

割合 割合

第１次産業 2,005人 9％ 1,797人 7％

第２次産業 8,774人 38％ 8,446人 33％

第３次産業 12,431人 53％ 15,053人 60％

（出典：国勢調査）



（２）地域農業の動向
地域農業の動向について、平成7年と平成22年を比較すると、耕地面積については16

％、農家戸数は22％、農業就業人口は57％それぞれ低下している。65歳以上の農業就業者
数も減少しているものの、農業就業人口に占める割合は上昇し、農業就業者の高齢化が進
行している。

なお、農家１戸当たりの経営面積及び認定農業者数は増加している。

（中央市、昭和町）

区分 平成7年 平成22年 増減率

耕地面積 1,315ha 1,108ha △16％

農家戸数 1,855戸 1,447戸 △22％

農業就業人口 7,772人 3,366人 △57％

うち65歳以上 1,940人 1,545人 △20％
（割合） （25%） （46%）

戸当たり経営面積 0.7 ha/戸 0.8 ha/戸 14％

認定農業者数 51人※ 168人 229％

（出典：山梨農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は山梨県調べ）
※認定農業者数は、確認できる最も古い年度(平成９年度）の数値とした。

２ 事業により整備された施設の管理状況
事業により整備された農道及び集落道については、昭和町及び中央市によって適切に維持

管理されている。
農業用用排水路については、地区内の受益者により適切に管理されている。
水辺公園については、地域住民により適切に管理されている。

３ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 農業生産性の向上
本地区においては、水稲や根菜類等が作付けられている。本事業の実施により、安定

的な農業用水が確保されたことから、品質の高い農産物の生産が可能となり、米につい
ては、ブランド化が進んでいる。

農業用用排水路の整備による排水性の向上、農道整備による通行の利便性・安全性の
向上により、大型機械の導入が可能となったことから、農作業に係る労働時間等の節減
が図られている。

（出典：受益農家聞き取り）

② 農業生産活動条件の改善
農業用用排水路や集落排水路の整備によって、湛水被害が軽減し、農業生産活動条件が

改善された。
（出典：昭和町、中央市聞き取り）

③ 地域の生活環境の向上
農業用用排水路や集落排水路の整備により、日常生活の安全性が図られ、また、水辺環

境の整備などにより、地域住民の交流・憩いの場が創出され、地域コミュニティの形成に
寄与し、集落環境の快適性が保たれている。

（出典：昭和町、中央市聞き取り）

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 美しい農村環境の再生・創造

水路等の水辺環境が整備され、地域住民の散策の場として利用されている。さらに、整
備された水路では、地域住民による植栽が行われる等の地域活動が活発になり、地域住民
の交流・憩いの場として機能している。

（出典：昭和町、中央市聞き取り）

（３）事業による波及的効果等
生態系に配慮した農業用用排水路では、地域住民による植栽や水路の草刈り、子供達も



参画したホタルの保存活動が活発となり、ホタルの鑑賞会が開催されるようになるなど、
地域住民の農業用水や環境保全の意識向上、子供達の学習にも役立っている。

さらに、水路沿いに桜や芝桜が植栽され、イベントが開催されるなど地域住民の交流の
場としても活用されている。

４ 事業実施による環境の変化
（１）生活環境

農業用用排水路や集落排水路の整備により、湛水被害の発生防止が図られ、生活環境の
安全性が向上した。

また、農道、集落道の整備により、農耕車だけでなく一般車両の通行も容易となり、地
域住民の日常生活の利便性の向上や安全性が確保され、生活環境の改善に寄与している。

（２）自然環境
農業用用排水路においては生態系に配慮した整備が行われたことから、事業実施前から

生息していた魚類や鳥類が確認されており、自然環境の保全が図られている。

５ 今後の課題等
本事業の実施により、営農労力の軽減や地域の安全・活性化等の効果が発現しているこ

とから、今後も施設の機能維持を図るため、適正な維持管理を行っていく必要がある。

事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、農業用用排水路や農道等が整備され、米のブ
ランド化が進む等、農業生産性の向上が図られている。

また、集落排水路、集落道が整備され、生活環境の安全性や利便性
の向上、水辺環境も整備されたことにより、地域住民の交流の場とな
る等、豊かな農村空間の形成が図られている。

第 三 者 の 意 見
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農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 栃木県 関係市町村名 真岡市
も おか し

事 業 名 農業集落排水事業 地 区 名 二宮東部
にのみやとう ぶ

事業主体名 真岡市 事業完了年度 平成20年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は栃木県南部に位置した水田地帯にあり、一級河川小貝川と一級河川五行川の間

に形成された平坦地の水稲を中心とした営農が展開されている農業地帯である。
しかしながら、本地区は集落内から発生した生活雑排水等が農業用用排水路に流入

し、用水の水質悪化に伴う稲作の生育障害や生活環境の悪化により問題が生じてい
た。

このため、本事業により地区内の生活雑排水等の汚水を処理する施設の整備を行
い、農業用水、公共用水域の水質保全及び農村生活環境の改善に資する。

計画戸数：511戸
計画人口：2,260人
主要工事：処理施設１箇所、資源循環施設１箇所、管路施設27.4㎞、中継ポンプ20箇所
総事業費：1,961百万円
工 期：平成15年度～平成20年度（計画変更：平成20年度）
関連事業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地区の総人口及び総世帯数について、平成12年と平成22年を比較すると、総人口は759人
増加（増加率１％）、総世帯数は2,591戸増加（増加率10％）している。

【人口、世帯数】(真岡市）
区分 平成12年 平成22年 増減率

総人口 81,530人 82,289人 1％
総世帯数 24,986戸 27,577戸 10％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が平成12年の13％から平成
22年の11％に低下しているが、栃木県全体の６％（第１次産業54,746人/全体977,126人）に比
べて高い割合となっている。

【産業別就業人口】(真岡市)
区分 平成12年 平成22年

割合 割合
第１次産業 5,604人 13％ 4,800人 11％
第２次産業 19,398人 44％ 16,700人 38％
第３次産業 19,212人 43％ 22,600人 51％

（出典：国勢調査）

（２）地域農業の動向
本地域の農業の動向について、平成12年と平成22年を比較すると、耕地面積については17

％、農家戸数は14％、農業就業人口は14％それぞれ低下している。また、65歳以上の農業就業
人口についても27％低下している。

なお、農家１戸当たりの経営面積は減少しているが認定農業者数は増加している。



（真岡市）
区分 平成12年 平成22年 増減率

耕地面積 8,600ha 7,175ha △17％
農家戸数 5,056戸 4,355戸 △14％
農業就業人口 5,598人 4,800人 △14％

う ち 6 5 歳 以 上 2,484人 1,808人 △27％
（割合） （44%） （38%）

戸当たり経営面積 1.7ha/戸 1.6ha/戸 △ 6％
認定農業者数 202人 624人 209％

（出典：農林業センサス、栃木農林水産統計年報、認定農業者数は真岡市調べ）

２ 事業により整備された施設の管理状況
本事業により整備された施設は、真岡市が地元管理組合へ一括して委託しており、必要に応じ地

元管理組合が専門業者へ委託し、適切な管理・保守点検を行っている。また、処理施設周辺の草刈
り・樹木剪定等の維持管理については、施設利用者（集落住民）で構成される地元管理組合が作業
を行っている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
農業集落排水事業は土地改良法に基づく費用対効果分析が必須とされていないが、別に作成した

「農業集落排水事業における費用対効果分析マニュアル（案）」に基づき、費用対効果分析の実施
に努めてきたところである。

（１）快適性及び衛生水準の向上
評価時点人口については、農村部人口の減少等から計画までには至っていない。また、水洗化

率についても、水洗化人口が処理区内人口まで達していないことから83％に留まっている。
未水洗化の理由として、「高齢者世帯及び１人世帯であり後継者がいない」、「改造資金が捻出

できない」、「家屋が古く今後新築予定である」等があげられている。

【処理人口、水洗化率】

事業計画 評価時点
区 分

(計画変更後) （平成25年）

（平成20年）

処理区内人口（①） 2,192人 1,652人

水洗化人口（②） 2,192人 1,366人

水洗化率（③＝②÷①） 100％ 83％

（出典：事業計画書、真岡市調べ）

（２）公共用水域の水質保全
事業実施前は排水を未処理で穴川に放流していたが、事業実施後は排水路処理施設で処理

し、農業用用排水路に放流している。穴川は類型未指定の河川であるが、本河川の事業実施後
の水質は、合流先の一級河川小貝川の水質環境基準「河川Ａ類型」と比較しても低値であり、基
準値を満たす結果となっている。

【放流河川の水質】 （単位：mg/L）

事業計画 評価時点 基準値
区分

（平成15年） （平成25年） （環境基本法：河川Ａ類型）

ＢＯＤ 1.2 1.1 2以下

ＳＳ 9.7 3.6 25以下

（出典：事業計画書、真岡市調べ）
注）基準値：生活環境の保全に関する環境基準（環境省）
ＢＯＤ・・・生物化学的酸素要求量。水の汚濁を表す指標のひとつ。
ＳＳ ・・・浮遊物質量。水の汚濁を表す指標のひとつ。
※二つの指標とも、その数値が大きい程、水が汚濁していることを示す。



４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 農業用水の水質保全
本事業の実施により、農業用用排水路への生活雑排水の流入が減少し、農業用水の水質

保全が図られている。

【処理施設から放流水の水質】 （単位：mg/L）

区分 処理前の流入水 処理後の放流水 基準値
(平成25年) （平成25年）

ＢＯＤ 203 2 20以下

ＳＳ 339 3 50以下

ＣＯＤ 161 7

Ｔ－Ｎ 37 3

Ｔ－Ｐ 9 2

（出典：真岡市調べ）
注）基準値：農業集落排水の放流基準
ＣＯＤ・・・化学的酸素要求量。水の汚濁を表す指標のひとつ。
Ｔ－Ｎ・・・窒素含有量。水の汚濁を表す指標のひとつ。
Ｔ－Ｐ・・・リン含有量。水の汚濁を表す指標のひとつ。
※三つの指標とも、その数値が大きい程、水が汚濁していることを示す。

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 美しい農村環境の再生・創造

本事業の実施により、処理水は農業用水として再利用されており、また汚水処理施設から排出
される汚泥は、処理施設内にある資源循環施設で処理され、肥料として地区内の農地へ還元さ
れ、地域内循環が図られている。

（３）事後評価時点における費用対効果分析の結果
妥当投資額(B) 6,684百万円
総事業費(C) 2,354百万円
投資効率(B/C) 2.84
※投資効果方式により算定

５ 事業実施による環境の変化
（１）生活環境

集落排水処理施設への接続を契機に、宅内の水回り(トイレ、台所、風呂)が整備された
ことにより、農業用用排水路の水質が浄化され、悪臭やハエ・蚊の発生が減少するととと
もに、親しみのある身近な水辺空間となっている。

（出典：真岡市聞き取り）

（２）自然環境
農業用用排水路及び公共用水域の水質が改善され、昔見られた生き物（フナ等）が戻ってき

たとの声も聞かれることから、地域の水環境の改善が図られている。
（出典：真岡市聞き取り）

６ 今後の課題等
地区内に未水洗化世帯がいることから、地元管理組合と連携をとりながら、アンケートの

実施、戸別訪問による水洗化のお願い及び水洗化促進に関するＰＲ資料の配布を引き続き行
い、農業集落排水施設への接続を推進する必要がある。

事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、農業用水の水質の改善が図られるとともに、
トイレの水洗化により農村の生活環境の改善が図られている。
今後も、地区内における更なる水洗化率向上に取り組んでいく必要

がある。

第 三 者 の 意 見
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二宮東部地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 農業集落排水事業 都道府県名 栃木県 地区名 二宮東部

１．地区の概要
① 関係市町村：栃木県真岡市
② 計 画 人 口：2,260人
③ 主 要 工 事：処理施設１箇所、資源循環施設１箇所、管路施設 27.4km、中継ポンプ20箇所
④ 事 業 費：1,961百万円
⑤ 事 業 期 間：平成15年度～平成20年度（計画変更：平成20年度）
⑥ 関 連 事 業：なし

２．費用便益比の算定

（１）投資効率の総括
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 2,354,186

年総効果額 ② 348,910

廃用損失額 ③ － 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 37年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋建設利 ⑤ 総合耐用年数に応じ、年総効果
息率） 0.0522 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 6,684,100

投資効率 ⑦＝⑥÷① 2.84

（２）年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

農業被害軽減効果 69,688

農作物被害解消効果 18,622 農業用水の水質が改善され、農作物の収量が増加す
る効果と品質が向上する効果

営農経費節減効果 47,224 農業用水の水質が改善され、過繁茂等による稲の倒
伏等の改善による営農時間の節減

不快農作業解消効果 3,842 農業用水の水質が改善され、農作業に伴う不快作業
の解消

農業用排水施設保全効果 1,672

用排水施設維持作業軽 1,157 水質が良好になり泥の堆積、ゴミの投棄が減少する
減効果 ことによる、農業用用排水施設の維持管理作業の軽

減

不快用排水施設維持管 515 水質が改善され農業用用排水路の清掃等の作業に伴
理作業解消効果 う不快作業の解消

地域資源有効利用効果 6,231



処理水リサイクル効果 5,996 農村地域での貴重な水資源として処理水が再利用さ
れる

汚泥農地還元効果 235 汚泥の農地還元による化学肥料の節減

住居快適性向上効果 206,699

水洗化による生活快適 171,021 トイレの水洗化等によって生活の快適性が向上
性向上効果

水周り利便性向上効果 35,678 水周りが改善され、生活の利便性が向上

農村空間快適性向上効果 19,502 集落内水路の水質改善による水路周辺のアメニティ
の良好化

衛生水準向上効果 28,114 集落内水路の水質改善による悪臭の防止、はえ等の
発生の減少

公共用水域水質保全効果 16,401 家庭雑排水の処理に伴う公共用水域の水質の保全

維持管理費節減効果 603 事業実施前後の維持管理に係る経費の差額

合 計 348,910



３．効果額の算定方法
（１）農業被害軽減効果

１）農作物被害解消効果

○効果の考え方
農業用水の水質が改善され、農作物の収量が増加する効果と品質が向上する効果

○対象作物
水稲

○年効果額算定式
年効果額＝面積当たり農作物被害解消額（円/10a・年）×農作物被害面積（10a）/1,000

○年効果額の算定

① ② ③ ④ ⑤ ⑥=(②-①) ⑦=②× ⑧=⑥+⑦
作物名 現況 評価時 現況作物 評価時点 純益率 × (④-③) 面積当たり

反収 点反収 単 価 作物単価 ③×⑤ 品質向上分 農作物被害
収量増加分 解消額

kg/10a kg/10a 円/ｋｇ 円/ｋｇ % 円/10a・年 円/10a・年 円/10a・年

水稲 543 562 187 197 77 2,735 5,638 8,373

⑨ ⑩=⑧×⑨/1,000
農作物被害面積 年効果額

ha 千円/年

2,224 18,622

・単収（①、②）：現況単収は、事業計画時の地域現況による。評価時点反収は、農林水産統計
等による最近５か年の平均単収。

・作物単価（③、④）：単価は、農業物価統計等による最近５ヵ年の平均価格を消費者物価指数
により換算を行い算出した。

・純益率（⑤）：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を
使用した。

２）営農経費節減効果

○効果の考え方
農業用水の水質が改善され、過繁茂等による稲の倒伏等の改善による営農経費の節減

○年効果額算定式
年効果額＝面積当たり営農経費の節減額（円/10a・年）×農作業負荷被害面積（10a）/1,000

○年効果額の算定
① ② ③=①-② ④ ②=③×④

被害農地における 無被害農地におけ 面積当たり営農経 農作業負荷 /1,000
営農経費 る 費の節減額 被害面積 年効果額

営農経費
円/10a・年 円/10a・年 円/10a・年 ha 千円/年

99,534 78,300 21,234 2,224 47,224

・面積当たり営農経費
被害農地（①）：二宮東部地区効果算定資料により算出した。
無被害農地（②）：二宮東部地区効果算定資料により算出した。

・農作業負荷被害面積（④）：二宮東部地区効果算定資料により算出した。



３）不快農作業解消効果

○効果の考え方
農業用水の水質が改善され、農作業に伴う不快作業が解消される効果

○年効果額算定式
年効果額＝面積当たり労働時間（時間/10a・年）×不快被害面積（10a）×不快作業付加手当(円

/時間)/1,000

○年効果額の算定

作物名 効果要因 面積当たり 不快被害 不快作業 年効果額
労働時間 面積 付加手当

① ② ③ ④＝①×②×③/1,00
0

時間／10a・ ha 円／時間 千円/年
水 稲 用水改良 年 2,224 66.4 3,842

26.00

・面積当たり労働時間(①）：二宮東部地区効果算定資料により算出した。
・不快被害面積(②）：二宮東部地区効果算定資料により算出した。
・不快作業付加手当(③）：農業集落排水事業における費用対効果分析マニュアル(案)の特殊

作業手当を消費者物価指数による換算を行い算出した。
・小数点以下を四捨五入していることから、年効果額の記載値は計算結果と合わない。

（２）農業用排水施設保全効果

１）用排水施設維持作業軽減効果

○効果の考え方
水質が良好になり泥の堆積、ゴミの投棄が減少することによる、農業用用排水施設の維持管理

作業の軽減

○効果算定式
年効果額＝被害農業用用排水路延長（m）

× 単位延長当たり維持管理作業節減額（円/m・年）/1,000

○年効果額の算定
① ② ③＝①×②/1,000

当該地区の被害 単位延長当たり 年効果額
農業用用排水路延長 維持管理作業節減額

m 円/m・年 千円/年

18,360 63 1,157

・被害農業用用排水路延長（①）：二宮東部地区効果算定資料より算定した。
・単位延長当たり維持管理作業節減額（②）：施設の管理団体(真岡市)からの聞き取りによ

る維持管理費用の実績等を基に算定した。

２）不快用排水施設維持管理作業解消効果

○効果の考え方
農業用水の水質が改善され農業用用排水路の清掃等の作業に伴う不快作業の解消

○年効果額算定式
年効果額＝維持管理作業時間（時間/年）×不快作業付加手当(円/時間)/1,000



○年効果額の算定
① ② ③＝①×②/1,000

維持管理作業時間 不快作業付加手当 年効果額

時間/年 円／時間 千円/年
7,748 66.4 515

・維持管理作業時間(①）：二宮東部地区効果算定資料より算出した。
・不快作業付加手当(②）：農業集落排水事業における費用対効果分析マニュアル(案)の特殊作

業手当を消費者物価指数による換算を行い算出した。
・小数点以下を四捨五入していることから、年効果額の記載値は計算結果と合わない。

（３）地域資源有効利用効果
１）処理水リサイクル効果

○効果の考え方
処理水が農業用水等として新たに利用されるようになったリサイクルの価値

○年効果額算定式
年効果額＝年間総処理水量(㎥/年)×農業用水開発原価(円/㎥)/1,000

○年効果額の算定
① ② ③＝①×②/1,000

年間総処理水量 農業用水開発原価 年効果額

㎥/年 円／㎥ 千円/年
56,700 105.7 5,996

・年間総利用水量(①)：真岡市聞き取りによる（平成25年度の汚水処理量実績値（㎥/日）×
年間再利用日数）。

・農業用水開発単価(②）：農業集落排水事業における費用対効果分析マニュアル(案)の農業用
水開発原価に消費者物価指数による換算を行い算出した。

・小数点以下を四捨五入していることから、年効果額の記載値は計算結果と合わない。

２）汚泥農地還元効果

○効果の考え方
汚泥の農地還元による化学肥料の節減効果

○年効果額算定式
年効果額＝一人当たり汚泥発生量(kg/人・年)×整備済人口（人）×汚泥の肥料成分価格

(円/kg)/1000

○年効果額の算定
① ② ③ ④＝①×②×

一人当たり汚泥 整備済人口 汚泥の肥料成分価格 ③/1000
発生量 年効果額

kg/人・日 人 円／kg 千円/年

7.97 1,400 21.1 235

・一人当たり汚泥発生量(①）：一人当たりBOD除去量に、年間日数、汚泥転換率を乗じて算出
した。

・整備済人口(②）：平成25年の整備済み人口（定住＋流入）を用いた。
・汚泥の肥料成分価格(③)：化学肥料の価格と汚泥に含まれている肥料成分量より算定した。



（４）住居快適性向上効果
１）水洗化による生活快適性向上効果

○効果の考え方
トイレの水洗化等によって生活の快適性が向上する効果

○年効果額算定式
年効果額＝一戸当たり支払意志額（千円/戸）×還元率（15年）×換算接続戸数（戸）－水洗

化によるトイレの清掃経費の節減分（千円/年）

○年効果額の算定

① ② ③ ④ ⑤＝①×②×
１戸当たり 還元率 換算接続戸数 水洗化によるトイ ③－④

支払い意志額 レ掃除経費の節減 年効果額

千円/戸 戸 千 千円/年
4,162 0.0899 489 円 171,021

11,926

・一戸当たり支払意志額(①）：二宮東部地区効果算定資料より当初計画の支払意志額と消費者
物価指数を用いて算出した。

・還元率(②)：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算するための
係数（農業集落排水事業における費用対効果分析マニュアル(案)）

・換算接続戸数(③）：平成25年の接続定住戸数＋(接続流入人口÷1戸当たり定住人口)により
算出した。

（489戸（換算総戸数）＝470戸（接続定住戸数）＋68人（接続流入人口）
／3.51人（一戸当たり定住人口））

・水洗化によるトイレ清掃経費の節減(④)：農業集落排水事業費用対効果分析マニュアルよ
り、短縮される作業時間、作業人件費、薬剤の
節減額、並びに換算総戸数により算出した。

・小数点以下を四捨五入していることから、年効果額の記載値は計算結果と合わない。

２）水周り利便性向上効果

○効果の考え方
事業により排水管路の整備に併せて風呂、台所等の水回りの整備が誘発され、生活の利便性が

向上する効果

○年効果額算定式
年効果額＝一戸当たり支払意志額(千円/戸)×還元率(15年)×換算接続戸数（戸）

○年効果額の算定
① ② ③ ④＝①×②×③

１戸当たり 還元率 換算接続戸数 年効果額
支払い意志額

千円/戸 戸 千円/年
812 0.0899 489 35,678

・一戸当たり支払意志額(①）：二宮東部地区効果算定資料より当初計画の支払意志額と消費者
物価指数を用いて算出した。

・還元率(②）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算するための
係数。（農業集落排水事業における費用対効果分析マニュアル(案)）

・換算接続戸数(③）：平成25年の接続定住戸数＋（接続流入人口÷1戸当たり定住人口）によ
り、算出した。

（489戸（換算接続戸数）＝470戸（接続定住戸数）＋68人（接続流入人口）
／3.51人（一戸当たり定住人口））

・小数点以下を四捨五入していることから、年効果額の記載値は計算結果と合わない。



（５）農村空間快適性向上効果

○効果の考え方
集落内水路の水質改善により水路周辺のアメニティが良好になる効果

○年効果額算定式
年効果額＝一戸当たり支払意志額(千円/戸)×換算総戸数（戸）

○年効果額の算定
① ② ③＝①×②

１戸当たり支払い意志 換算接続戸数 年効果額
額

千円/戸 戸 千円/年
40 489 19,502

・一戸当たり支払意志額(①）：二宮東部地区効果算定資料より当初計画の支払意志額と消費者
物価指数を用いて算出した。

・換算接続戸数(②）：平成25年の処理区内定住戸数に、処理区内流入人口を処理区内一戸当た
り人口で除した値を足して算出した。

（489戸（換算総戸数）＝470戸（処理区内定住戸数）＋68人（処理区内
流入人口）／3.51人（処理区内一戸当たり人口））

・小数点以下を四捨五入していることから、年効果額の記載値は計算結果と合わない。

（６）衛生水準向上効果

○効果の考え方
集落内水路の水質が改善され、悪臭が防止され、ハエ等の発生が減少する効果

○年効果額算定式
年効果額＝覆蓋化費用(千円/年)＋水路底部清掃費用

○年効果額の算定
① ② ③＝①＋②

覆蓋化費用 水路底部清掃費用 年効果額

千円/年 千円/年 千円/年
23,859 4,255 28,114

・覆蓋化費用(①）：二宮東部地区効果算定資料の生活環境被害水路延長に覆蓋化費用単価と
還元率を乗じて算出した。

・水路底部清掃費用(②）：二宮東部地区効果算定資料より算出した。

（７）公共用水域水質保全効果

○効果の考え方
公共用水域の水質保全によって、河川や湖沼の景観が改善され、自然環境も回復する。さらに、

河川、湖沼におけるレクリエーションの機会が増加し、また、河川や湖沼を水源としていた上
水道の浄化が容易になる。これらの効果をあわせたもの。

○年効果額算定式
年効果額＝一戸当たり支払意志額（千円/戸・年）×接続定住戸数



○年効果額の算定
① ② ③＝①×②

１戸当たり支払い意志 接続定住戸数 年効果額
額

千円/戸 戸 千円/年
35 470 16,401

・一戸当たり支払意志額(①）：二宮東部地区効果算定資料より当初計画の支払意志額と消費者
物価指数を用いて算出した。

・接続定住戸数(②)：平成25年の接続定住戸数。
・小数点以下を四捨五入していることから、年効果額の記載値は計算結果と合わない。

（８）維持管理費節減効果

○効果の考え方
くみ取りトイレの清掃、くみ取りし尿の処理等の維持管理が、水洗トイレの清掃と農業集落排

水施設の維持管理に変わり、また、トイレの水洗化によって上水道の使用量が増加する。この
事業実施前後の維持管理に係る経費の差額を効果とする。

○効果算定式
年効果額＝年効果額＝（トイレの清掃経費節減額(千円/年)＋くみ取りし尿の処分費(千円/年)）

－(水洗化による水道料金の増加額(千円/年)＋農業集落排水処理施設維持管理費
(千円/年)）

○年効果額の算定
① ② ③ ④ ⑤＝(①＋②)－

トイレの清掃経 くみ取りし尿の 水洗化による水 農業集落排水処 (③＋④)
費の節減額 処分費 道料金の増加額 理施設維持管理 年効果額

費

千円/年 千円/年 千円/年 千円/年 千円/年
11,926 8,988 6,801 13,510 603

・トイレの清掃経費の節減(①）：農業集落排水事業費用対効果分析マニュアルより、短縮される
作業時間、作業人件費、薬剤の節減額、並びに換算接続戸数に
より算出した。

・くみ取りし尿の処分費(②）：農業集落排水事業費用対効果分析マニュアルよる一人当たりし尿
発生量（1.76㍑/人・日）と施設の管理団体（真岡市）からの聞
き取りによるし尿処理経費を基に算出した。
8,988千円/年≒(1.76×365)×10（千円/㎥）×1,400人
1,400人は，水洗化された定住人口＋流入人口

・水洗化による水道料金の増加(③）：水洗化後水道利用量（二宮東部地区経済効果算定資料より
500㎥/年・戸）、及び水洗化前利用量（二宮東部地区経済
効果算定資料より424㎥/年・戸）及び平成25年度の水道料
金（183円/㎥）、換算総戸数により算出した。
6,801千円/年≒(500-424)(㎥/年・戸)×183円/㎥×489戸

・農業集落排水施設維持管理費（④）：施設の管理団体からの聞取りによる維持管理費用の実
績を基に算定した。

４.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省農村振興局企画部（2008）「農業集落排水費用対効果分析マニュアル」及び
・農林水産省構造改善局（2000）「農業集落排水事業における費用対効果分析マニュアル（案）」
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振



興局企画部長通知（平成26年３月27日一部改正））
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成26年３月27日付け農村振興局整

備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】
・当該事業費及び関連事業費に係る諸元については、栃木県及び真岡市調べ

【便益】
・栃木県真岡市（平成19年）「農業集落排水資源循環統合補助事業費用対効果分析結果(栃木県

二宮東部地区)」
・便益算定に必要な各種諸元は、栃木県及び真岡市調べ



農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 栃木県 関係市町村名 矢板市
や い た し

事 業 名 中山間地域総合整備事業 地 区 名 泉
いずみ

事業主体名 栃木県 事業完了年度 平成19年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、栃木県矢板市の北部に位置し、稲作と野菜を中心とした農業が行われて

いる地区であるが、近年、農業従事者の高齢化、後継者不足による過疎化が進行する
とともに、荒廃農地が年々増加するなどの課題を抱えていた。

このため、本事業によりほ場整備や農業用用排水路の整備を行い、農作業の省力化
や農業経営の安定を図るとともに、農業集落道及び農村公園の整備により地域住民の
生活環境の改善を図るほか、地域住民との交流を促進する拠点施設の整備を行うこと
で農業・農村の活性化を図り、地域における定住の促進、国土・環境の保全等に資す
る。

受益面積：145ha
受益者数：214人
主要工事：農業用用排水路6.3km、ほ場整備78.8ha、農業集落道5.9km、農村公園１箇所、

活性化施設１箇所、生態系保全施設2.1km
総事業費：2,382百万円
工 期：平成14年度～平成19年度
関連事業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口及び総世帯数について、平成12年と平成22年を比較すると、総人口は
1,123人減少（減少率３％）しているが、総世帯数は核家族世帯や単身世帯の増加により
795戸増加（増加率７％）している。

【人口、世帯数】（矢板市）
区分 平成12年 平成22年 増減率

総人口 36,466 人 35,343 人 △3％
総世帯数 11,637 戸 12,432 戸 7％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が平成12年の８％から平
成22年の７％に低下しているが、栃木県全体の６％（第１次産業54,746人／全体
977,126人）に比べ高い割合となっている。

【産業別就業人口】（矢板市）
区分 平成12年 平成22年

割合 割合
第１次産業 1,550 人 8％ 1,079 人 7％
第２次産業 7,270 人 39％ 6,196 人 37％
第３次産業 10,043 人 53％ 9,340 人 56％

（出典：国勢調査）

（２）地域農業の動向
本地域の農業の動向について、平成12年と平成22年を比較すると、耕地面積が７％、農家



戸数が28％、農業就業人口が23％とそれぞれ低下している。また、65歳以上の農業就業人口
は18％低下している。

なお、農家１戸当たりの経営面積及び認定農業者数は増加している。

（矢板市）
区分 平成12年 平成22年 増減率

耕地面積 2,880 ha 2,641 ha △ 7％
農家戸数 1,488 戸 1,067 戸 △28％
農業就業人口 2,343 人 1,800 人 △23％

うち65歳以上 1,274 人 1,047 人 △18％
(割合) (54％) (58％)

戸当たり経営面積 1.9 ha/戸 2.5 ha/戸 32％
認定農業者数 98 人 145 人 43％
（出典：栃木農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は栃木県調べ）

２ 事業により整備された施設の管理状況
ほ場、農業用用排水路及び生態系保全施設は、受益者により除草や土砂浚い等が行われ適

切に管理されている。また、集落道、活性化施設及び農村公園は、矢板市により定期的な点
検管理が行われて適切に管理されているほか、地域住民や利用者が日常的な除草及び清掃等
を行っている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）農作物の生産量の変化

農業生産基盤の整備による用水の安定供給や排水改良等、作物の栽培条件が改善され、計
画どおりに作付けされているほか、単収が増加し生産量は増加している。

【作付面積】 （単位：ha)
事業計画（平成13年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

水稲 142 92 92
大麦 7 18 18
はくさい 1 4 4
大豆 － 12 12
果菜類(トマト等) － 24 24
なす － 7 7

（出典：事業計画書、矢板市聞き取り）

【生産量】 （単位：ｔ）
事業計画（平成13年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

水稲 735 474 494
大麦 27 65 43
はくさい 45 137 199
大豆 － 21 17
果菜類(トマト等) － 973 1,095
なす － 160 243

（出典：事業計画書、矢板市聞き取り）

【生産額】 （単位：百万円）
事業計画（平成13年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

水稲 185 119 106
大麦 4 8 6
はくさい 1 5 9
大豆 － 5 2
果菜類(トマト等) － 228 332
なす － 44 61

（出典：事業計画書、矢板市聞き取り）



（２）営農経費の節減
農業用用排水路の整備による排水改良及びほ場整備による大区画化に伴い、農業機械の大

型化が可能になったことから、農作業に係る労働時間等の節減が図られている。

【労働時間】 （単位：hr/10a）
事業計画（平成13年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

水稲 68 15 31
（出典:事業計画書、矢板市聞き取り）

【機械経費】 （単位：千円/ha）
事業計画（平成13年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

水稲 1,245 849 434
（出典:事業計画書、矢板市聞き取り）

（３）維持管理費の節減
農業用用排水路の整備により除草や土砂浚いなどの維持管理に係る費用が節減されてい

る。

【維持管理費】 （単位：千円/年）
事業計画（平成13年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

維持管理費 38,177 5,963 5,963
（出典:事業計画書、矢板市聞き取り）

４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 農業生産性の向上
本事業の実施により、農業用水が安定的に確保されるとともに、ほ場整備によって大区画

化及び乾田化が図られたことから単収が増加し、生産性の向上が図られている。

【単収】 （単位：kg/10a）
事業計画（平成13年） 評価時点

区分
現況 計画 （平成25年）

水稲 517 527 539
はくさい 3,176 3,176 4,623

（出典:事業計画書、矢板市聞き取り）

② 農村地域の活性化
本事業で整備した活性化施設「第一農場活性化施設」は、地域住民の交流や懇談会のほ

か、地元の女性農業者で組織された「山ゆりの会」による地元産のもち米を使用した加工品
の研究や生産の場に活用されている。また、同施設で生産された加工品は、近隣の直売所で
販売されるなど、本施設を拠点とした地域活動が活発になり、当該地域の活性化に大きく寄
与している。

農村公園は、主に地域の高齢者によるグラウンドゴルフに利用され、健康増進、地域住民
の交流及び憩いの場として利用されている。

【活性化施設 年間利用日数】
当初利用計画 年間利用日数

使用日数 （H21～H25平均）
活性化施設 155 日 249 日

（出典:事業計画書、矢板市聞き取り）

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

農業生産基盤の整備により、営農が継続され、良好な農業生産環境が保たれている。ま



た、ほ場整備を契機に集落営農組織が設立された地区もあり、農地の維持保全とともに、経
営の安定化が図られている。

【担い手の育成】
事業実施前 評価時点

（平成13年） （平成25年）
集落営農組織 0 1

（出典：矢板市聞き取り）

② 農地・水等の生産資源の適切な保全管理と有効利用による食料供給力の確保
ほ場整備及び農業用用排水施設整備により、生産性の向上と併せて耕作放棄地が解消され

てきており、優良農地の確保につながっている。
地区内の耕作放棄地の割合は、栃木県全体と比較すると少ない。

【耕作放棄地割合】
区分 平成12年 平成22年

泉地域 4.2％（ 37ha） 3.8％（ 29ha）
栃木県全体 3.7％（4,402ha） 7.9％（8,830ha）

（出典:農林業センサス）

（３）事後評価時点における費用対効果分析の結果
妥当投資額（Ｂ） 2,017百万円
総事業費（Ｃ） 1,784百万円
投資効率（Ｂ／Ｃ） 1.13

（注）投資効率方式により算定。なお、算定に当たっては農業生産基盤整備を対象。

５ 事業実施による環境の変化
（１）生活環境

整備された農業集落道は、地域住民の通学や買い物等に利用され、地域住民の生活の利便
性が向上している。また、緊急車両の通行が可能となり、走行時間の短縮等が図られたこと
により、地域の生活安全性の向上に寄与している。

（２）自然環境
排水路の整備に併せて、ホタルや水生生物（フナ、カワムツ、アブラハヤ、ドジョウ等）

の従前の生息環境に配慮した生態系保全施設（魚巣ブロック等）を整備したことで、ホタル
や水生生物の生息環境が保全されているほか、ホタルの鑑賞会など地域住民の憩いの場とし
て活用されたことで環境意識の高揚が図られている。

６ 今後の課題等
地区内では農業者の高齢化が進行していることから、農地の維持保全及び農業経営の安定

化を図るため、引き続き集落営農の推進に努めるとともに、これまで取り組まれてきた地域
活動を持続的に行っていく必要がある。

事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、ほ場整備等の農業生産基盤が整備され、農
業生産性の向上や営農経費の節減が図られている。また、農業集落
道等の農村生活環境基盤が整備され、地域住民の日常生活における
利便性の向上が図られている。
さらに、活性化施設や農村公園が整備され、地域住民間の交流の

促進や、地元産の作物を活用した特産品の加工・販売による６次産
業化への取り組みが行われる等、地域の活性化が図られている。

第 三 者 の 意 見
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泉地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 泉

１．地区の概要
① 関係市町村：栃木県矢板市
② 受 益 面 積：145ha
③ 主 要 工 事：農業用用排水路6.3km、ほ場整備78.8ha、

農業集落道5.9km、農村公園１箇所、活性化施設１箇所、生態系保全施設2.1km
④ 事 業 費：2,382百万円
⑤ 事 業 期 間：平成14年度～平成19年度
⑥ 関 連 事 業：なし

（注）主要工事の下線部分の農業生産基盤整備のみを対象として投資効率を算定している。

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,784,383

年総効果額 ② 116,408

廃用損失額 ③ － 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 32年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋建設利 ⑤ 0.0577 総合耐用年数に応じ、年総効果
息率） 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 2,017,470

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.13

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

農業生産向上効果 39,068

作物生産効果 39,068 農業用用排水路の整備及びほ場整備による栽培条件
の改善に伴う農作物の生産量の増加

農業経営向上効果 77,340

営農経費節減効果 45,126 農業用用排水路の整備及びほ場整備の実施による労
働の省力化、機械経費の節減

維持管理費節減効果 32,214 農業用用排水路の整備による維持管理費の増減

計 116,408



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
農業生産基盤の整備による農業用水の安定供給や排水改良等、作物の栽培条件が改善される

ことによって、農作物の「収量増」及び「作物別作付面積の増減」により農作物の生産量が増
加する効果。

○対象作物
水稲、大麦、はくさい、大豆、果菜類（トマト等）、なす

○年効果額算定式
年効果額＝生産増減量（事後評価時点の農作物の生産量－

事業実施前の現況における農作物の生産量）×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

効果 農作物生産量（ｔ） 生産物 増 加 純益 年効果額
作物名 要因 単 価 粗収益 率

現況 事後評 増減 (千円/t) （千円） （％） （千円）
価時点

① ② ③=②- ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×
① ⑥

水稲 水管理改良 474 494 20 214 4,280 77 3,296

作付減 735 474 △ 261 214 △55,854 - -

計 △ 241 △51,574 3,296

大麦 作付増 27 43 16 135 2,160 - -

計 16 2,160 -

はくさい 作付増 45 199 154 46 7,084 19 1,346

計 154 7,084 1,346

大豆 作付増 - 17 17 99 1,683 - -

計 17 1,683 -

果菜類 作付増 - 1,095 1,095 306 335,070 9 30,156
(トマト等)

計 1,095 335,070 30,156

なす 作付増 - 243 243 251 60,993 7 4,270

計 243 60,993 4,270

合 計 39,068

・農作物生産量：現況の農作物生産量（①）は、事業計画時の地域現況による。事後評価時点
の農作物生産量（②）は、農家聞き取り結果の単収等により算定した。

・生産物単価（④）：矢板市からの聞き取りによる最近５か年の販売価格に消費者物価指数を
反映した価格。

・純益率（⑥）：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等
を使用した。



（２）営農経費節減効果

○効果の考え方
農業用用排水路の整備による排水改良及びほ場整備による大区画化に伴い、農業機械の大型化

が可能になったことにより、営農に係る経費が節減される効果。

○対象作物
水稲、大麦、トマト、はくさい、だいこん

○年効果額算定式
年効果額＝事業実施前の現況における営農経費－事後評価時点における営農経費

○年効果額の算定
営農経費 年効果額

作物名 効果要因 現況 事後評価時点

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

水稲 区画整理 90,529 55,203 35,326
大麦 区画整理 8,314 4,776 3,538
トマト 区画整理 17,138 15,481 1,657
はくさい 区画整理 6,508 4,657 1,851
だいこん 区画整理 8,695 5,941 2,754

合 計 45,126

・現況営農経費（①）：事業計画書等に記載された現況の経費を基に算定した。
・事後評価時点の営農経費（②）：栃木県の農業経営指標等を参考に受益農家からの聞き取

りによる実績等を基に算定した。

（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方
農業用用排水路の整備により、除草や土砂浚いなどの維持管理に係る費用が節減される効果。

○対象施設
用水路、排水路

○効果算定式
年効果額＝事業実施前の現況維持管理費 － 事後評価時点の維持管理費

○年効果額の算定
事業実施前の現況維持管理費 事後評価時点の維持管理費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

38,177 5,963 32,214

・事業実施前の現況維持管理費（①）：事業計画書等に記載された現況の維持管理費を基に
算定した。

・事後評価時点の維持管理費 （②）：施設の管理団体からの聞き取りによる維持管理費用
の実績等を基に算定した。



４.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振

興局企画部長通知（平成26年３月27日一部改正））
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成26年３月27日付け農村振興局

整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元については、栃木県農政部農村振興課調べ

【便益】
・栃木県（平成13年度）「泉地区土地改良事業計画書」
・関東農政局統計部「栃木農林水産統計年報」（平成15～24年）
・農林水産省大臣官房統計部（平成22年）「農林業センサス」
・便益算定に必要な各種諸元は、栃木県農政部農村振興課調べ



農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関東農政局

都道府県名 茨城県 関係市町村名 守谷市
も り や し

草地畜産基盤整備事業
事 業 名 地 区 名 茨城南部

いばらきなんぶ

（畜産基盤再編総合整備事業）

公益社団法人茨城県農林振興公社
事業主体名 事業完了年度 平成20年度

（旧 財団法人 茨城県農林振興
公社）

〔事業内容〕
事 業 目 的： 本地区は、東京都心から40km圏内、茨城県南西端の守谷市内に位置し、昭和22

年頃から肥沃な平坦地を利用した酪農経営が行われており、守谷市の農業産出額
の約３割を占める酪農地帯である。

しかし、本地区は利根川、鬼怒川に囲まれた地形の中にあり、長年洪水被害に
悩まされていたことから、平成14年５月の堤防拡幅工事に伴い、畜産施設の移転
が必要となった。

このため、移転に併せて施設整備を行うとともに、河川敷を有効利用した飼
料基盤の整備を行うことで、効率的で生産性の高い、飼料生産基盤に立脚した経
営体を育成し、合理的かつ安定的な発展に資する。

受 益 面 積：32ha
事業参加農家：10人
主 要 工 事：草地造成18.6ha、草地整備13.5ha、用水路整備0.6kｍ、道路整備1.0kｍ、

家畜保護施設整備９棟、堆肥化処理施設２棟、乾燥処理施設１棟、
汚水処理施設１基

総 事 業 費：1,439百万円
工 期：平成15年度～平成20年度（計画変更：平成19年度）
関 連 事 業：なし

〔項 目〕
１ 社会経済情勢の変化
（１）社会情勢の変化

本地域の総人口及び総世帯数について、平成12年と平成22年を比較すると、平成17年につ
くばエクスプレスが開通し東京への通勤圏内となったことにより、総人口は12,120人増加
（増加率24％）、総世帯数は6,445戸増加(増加率39％)している。

【人口、世帯数】（守谷市）
区分 平成12年 平成22年 増減率

総人口 50,362 人 62,482 人 24 ％
総世帯数 16,409 戸 22,854 戸 39 ％

（出典：国勢調査）

産業別就業人口については、就業人口に占める第１次産業の割合が平成12年の２％から平
成22年には１％に低下しており、茨城県全体の６％（第１次産業82,873人／全体1,420,181
人）を下回っている。

【産業別就業人口】（守谷市）
区分 平成12年 平成22年

割合 割合
第１次産業 427 人 2 ％ 234 人 1 ％
第２次産業 8,110 人 33 ％ 7,855 人 27 ％
第３次産業 15,686 人 65 ％ 21,241 人 72 ％

（出典：国勢調査）



（２）地域農業の動向
本地域の農業の動向については、平成12年と平成22年を比較すると、耕地面積については

６％、農家戸数は43％、農業就業人口は44％、65歳以上の農業就業人口は39％それぞれ低下
している。農家１戸当たりの経営面積は62％（1.3ha）増加している。認定農業者数はほぼ
横ばいである。

（守谷市）
区分 平成12年 平成22年 増減率

耕地面積 783 ha 736 ha △ 6 ％
農家戸数 381 戸 216 戸 △ 43 ％

農業就業人口 603 人 339 人 △ 44 ％
うち65歳以上 348 人 212 人 △ 39 ％
（割合） (58 %) (63 %)

戸当たり経営面積 2.1 ha/戸 3.4 ha/戸 62 ％
認定農業者数 31 人 32 人 3 ％

（出典：茨城農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は守谷市調べ）

２ 事業により整備された施設の管理状況
本事業により造成、整備された①飼料生産基盤（草地）、②畜舎・農機具等、③家畜排せ

つ物処理施設は、事業参加農家が、①肥培管理・採草し、②定期的にメンテナンスを行い、
③ふん尿を堆肥化し草地に還元等しており、適切に管理されている。

（出典：事業参加農家聞き取り）

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）農作物の生産量等の変化

① 作付面積
事業参加農家の飼料作物作付面積は、１戸の事業参加農家が廃業（死亡、後継者なし）し

たものの、他の事業参加農家がその農家の土地を借り受け耕作しており、ほぼ計画どおりの
面積で作付けが行われている。

【事業参加農家の作付面積】 （単位：ha）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
飼料作物 46 103 100

（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

② 飼養頭数
事業参加農家の乳用牛飼養頭数は、事業の実施に伴い増加しているが、１戸の事業参加農

家が廃業したこと、夏季の猛暑により繁殖成績が低下したこと、初妊牛価格が高騰し購入が
難しくなったこと等の理由から増頭が難しく、計画までには至っていない。

【事業参加農家の飼養頭数】 （単位：頭）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
乳用牛 610 890 725

（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

③ 生乳生産量
事業参加農家の生乳生産量は、飼養頭数が計画頭数に達していないことから、計画数量に

達していないものの、草地基盤の整備や肥培管理により安定的に粗飼料が供給可能になった
こと、畜舎等の施設整備により飼養環境が改善されたこと、それらにより乳用牛の改良効果
も発現されたことにより、１頭当たりの生乳生産量は計画より増加した。

【事業参加農家の生乳生産量】 （単位：t）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
生乳生産量 2,938 4,870 3,822

１頭当たり 6,770 kg/頭･年 7,447 kg/頭･年 8,012 kg/頭･年
（出典：事業計画書、受益農家聞き取り）



４ 事業効果の発現状況
（１）事業の目的に関する事項

① 生産性の向上
飼料作物の生産量は目標には達していないが、飼料生産基盤の造成・整備により、事業実

施前と比較して１ha当たり２ｔ増加した。
事業参加農家１戸当たりの飼養頭数は、安定的に粗飼料を確保できるようになったこと、

牛舎整備により飼養環境が改善されたことから、事業前と比較して１戸当たり20頭増加し、
１頭当たり生乳生産量も増加している。

【飼料作物の生産量】 （単位：ｔ、ｔ/ha）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
飼料作物 3,234 7,515 7,205

1ha当たり 70 73 72
（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

【事業参加農家１戸当たりの飼養頭数】 （単位：頭）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
乳用牛 61 89 81

（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

【１頭当たり生産量】 （単位：kg/頭・年）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
１頭当たり
生乳生産量 6,770 7,447 8,012

（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

② 飼料自給率の向上
飼料生産基盤の整備により、自給粗飼料が増加し、飼料自給率は向上している。
なお、粗飼料自給率を算定すると62％となっている。

【事業参加農家全体の飼料自給率】 （単位：％）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
飼料自給率 23 35 40

粗飼料自給率 49 73 62
（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

③ 飼料生産基盤に立脚した経営体の育成
全国的には、14年から24年の間に、飼料価格の高騰や高齢化等により約35％の酪農家が減

少しているものの、本地区では、飼料基盤整備及び家畜飼養施設等の整備により、自給飼料
生産基盤に立脚した酪農経営が育成され、廃業した１戸（草地造成・整備のみ参加）を除
き、９名が認定農業者の再認定を受け、地域の畜産物生産の中核となる畜産経営が維持され
ている。

なお、当事業に参加していない農家が、平成26年に自己資金で当地区に移転したことも事
業目的でもあった「畜産主産地の再編整備」に効果が現れている。

【事業参加農家の認定農業者数】 （単位：人）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
認定農業者数 10 10 9

（出典：守谷市調べ）

④ 公共用水域の水質保全
汚水処理施設で処理された家畜尿等の雑排水は、排水路に放流され、地区内の河川に流れ

込んでいるが、適正な処理が行われていることで、公共用水域への環境負荷が軽減されてい
る。



【処理施設からの放流水の水質】 （単位：mg/L）
区分 処理前の雑排水 処理後の放流水 基準値

ＢＯＤ 5,200 7 10以下
ＳＳ 5,265 7 15以下

注）基準値：水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例（茨城県条例第11号）
ＢＯＤ・・・生物化学的酸素要求量。水質の汚濁を表す指標のひとつ。
ＳＳ・・・・浮遊物質量。水質の汚濁を表す指標のひとつ。
※二つの指標とも、その値が大きい程、水が汚濁していることを示す。

（出典：事業計画書、茨城県調べ）

（２）土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

飼料生産基盤の造成・整備等を契機とし、廃業農家の農地も含め集積が進み、事業参加農
家１戸当たり及び１頭当たりの飼料作付面積が増加し、酪農経営の体質強化が図られている

【事業参加農家１戸当たりの飼料作物作付面積】 （単位：ha）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
事業参加農家１戸
当たりの飼料作物 5 10 11
作付面積

（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

【１頭当たりの飼料作物作付面積】 （単位：ａ）
区分 事業計画（平成19年） 評価時点

現況(平成14年) 計画 （平成25年）
１頭当たりの飼料
作物作付面積 8 12 14

（出典：事業計画書、事業参加農家聞き取り）

（３）事後評価時点における費用対効果分析の結果
妥当投資額（B） 1,581百万円
総事業費（C） 1,522百万円
投資効率（B/C） 1.04
（注）投資効率方式により算定。

５ 事業実施による環境の変化
汚水処理施設の整備により、家畜尿や雑排水が適切に処理されていることから、公共用水

域への環境負荷の軽減がなされている。

６ 今後の課題等
本事業を契機として飼料作付面積が54ha増加したが、米国におけるとうもろこし生産量減

や円安の影響により配合飼料価格が高止まりで推移し、飼料費が経営を圧迫しているため、
今後も耕畜連携による稲ＷＣＳの利用を推進するなど、更なる飼料自給率の向上を図ってい
く必要がある。

また、家畜排せつ物処理施設の整備により、生産が可能となった高品質なたい肥は、自己
農地への還元、近隣耕種農家へ無償提供等により利用されているが、更なる畜産経営の安定
に向けて、販売等も視野に入れた利用形態を検討していく必要がある。

事 後 評 価 結 果 本事業の実施により、自給飼料及び畜産物の生産基盤が強化され、
飼養規模の拡大や飼料自給率の向上等により畜産経営の安定・継続が
図られている。

第 三 者 の 意 見
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茨城南部地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 茨城南部

１．地区の概要
① 関係市町村：茨城県守谷市
② 受 益 面 積：32ha
① 主 要 工 事：草地造成18.6ha、草地整備13.5ha、用水路整備0.6kｍ、道路整備1.0kｍ、

家畜保護施設整備９棟、堆肥化処理施設２棟、乾燥処理施設１棟、
汚水処理施設１基

④ 事 業 費：1,439百万円
⑤ 事 業 期 間：平成15年度～平成20年度（計画変更：平成19年度）
⑥ 関連事業：なし

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,522,163

年総効果額 ② 106,429

廃用損失額 ③ － 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 23年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋建設利 ⑤ 総合耐用年数に応じ、年総効果
息率） 0.0673 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 1,581,412

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.04

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分
年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目

農業生産向上効果 57,198

作物生産効果 22,426 飼料基盤の整備による安定的な粗飼料の確保、施
設の整備による飼養環境の改善に伴う畜産物生産量
の増加

品質向上効果 34,772 飼料基盤の整備による安定的な粗飼料の確保、施
設の整備による飼養環境の改善に伴う畜産物の品質
向上

生産基盤保全効果 44,827

更新効果 44,827 畜舎等の改築による現況施設機能（農業生産）の
維持

景観保全効果 4,404

水質浄化効果 4,404 適正な雑排水処理による公共用水域への環境負荷
軽減

計 106,429



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
飼料基盤の造成・整備による安定的な粗飼料の確保と併せて、畜舎等の施設整備による飼養

環境の改善による飼養頭数の増により、畜産物の生産量が増加する効果。

○対象作物
生乳・個体販売（乳用牛：廃用牛・子牛）

○年効果額算定式
年効果額＝生産増減量（事後評価時点の生産物の生産額－事業実施前の現況における生産物の

生産額）×純益率

○年効果額の算定

農産物生産量 純
効果 農産 増 加 益 年効果額

農産物名 現況 事後 増減 物単価 粗収益 率
評価 （千円） (％) （千円）

要因 時点 ③=
① ② ②-① ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥

t t t 円/kg

生乳 生産増 2,938 3,822 884 99 87,516 21,879

個体販売 kg kg kg 円/kg

（成牛） 生産増 27,300 30,000 2,700 300 810 25 203

個体販売 頭 頭 頭 千円/頭

（子牛） 生産増 217 242 25 55 1,375 344

22,426

・農産物生産量：現況の農産物生産量（①）は、事業計画時の地域現況による。事後評価時点
の農産物生産量（②）は、事業参加農家からの聞き取りによる。

・農産物単価（④）：「酪農協による生乳販売量」、「茨城県畜産経営技術指標」から算出した
個体販売金額。

・純益率（⑥）：「茨城県畜産経営技術指標」の酪農経営における所得率を使用した。
同数値は酪農の専業経営における所得率であり、農産物毎ではない。

・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。

（２）品質向上効果

○効果の考え方
飼料基盤の造成・整備による安定的な粗飼料の確保と併せて、畜舎等の施設整備による飼養

環境が改善することによって生産物の品質が向上し、生産物単価が向上する効果。

○対象作物
生乳販売

○効果算定式
年効果額＝効果対象数量×単価向上額



○年効果額の算定

生産物名 効果対象数量 単価向上額 年効果額
① ② ③＝①×②

kg 円/kg 千円

生乳 3,477,208 10 34,772

合計 34,772

・効果対象数量（①）：事後評価時点で品質が向上している農産物生産量を基に算定した。
・単価向上額（②）：酪農協による生乳単価より決定した。

（３）更新効果

○効果の考え方
老朽化した畜舎等の施設を更新することにより、更新される旧施設の機能及び従前の農業生

産を維持させる効果。

○対象施設
畜舎、堆肥舎、道路、用水施設

○効果算定式
年効果額＝最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

対象施設 最経済的事業費 還元率 年効果額 備 考
① ② ③＝①×②

千円 千円

畜舎 463,371 0.0569 26,366 耐用年数31年

家畜排せつ物
処理施設

(汚水処理施設を除く) 197,555 0.0790 15,607 耐用年数18年

道路 6,346 0.1233 782 耐用年数10年

用水施設 28,147 0.0736 2,072 耐用年数20年

合計 695,419 44,827

・最経済的事業費（①）：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。
・還元率 （②）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換

算するための係数。

（４）水質浄化効果

○効果の考え方
家畜尿及び雑排水の水質が浄化されることで、公共用水域の水質汚濁が軽減される効果

○対象施設
汚水処理施設



○効果算定式
年効果額＝水質を浄化する施設の事業費×還元率

○年効果額の算定

対象施設 最経済的事業費 還元率 年効果額 備考
① ② ③＝①×②

千円 千円
汚水処理施設 55,746 0.0790 4,404 耐用年数18年

合計 55,746 4,404

・最経済的事業費（①）：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。
・還元率 （②）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換

算するための係数。

５.評価に使用した資料

【共通】
・「草地開発整備事業計画設計基準」（平成26年２月21日農林水産省生産局長通知）
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振

興局企画部長通知（平成26年３月27日一部改正））
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成26年３月27日農林水産省農村振

興局整備部土地改良企画課課長補佐(事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元については，茨城県農林水産部畜産課調べ

【便益】
・「茨城南部地区畜産基盤再編総合整備事業実施計画書（実績）」（平成21年３月）
・「農業物価統計」農林水産省大臣官房統計部
・「茨城農林水産統計年報」関東農政局統計部（平成23，24，25，26年）
・「茨城県畜産経営技術指標」（平成25年８月）
・便益算定に必要な各種諸元は，茨城県農林水産部畜産課調べ
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